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第 ６ 回   熊本県議会  決算特別委員会会議記録 

 

平成30年10月22日(月曜日) 

            午前９時59分開議 

                     午前11時21分休憩 

            午後０時59分開議 

            午後２時48分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第42号 平成29年度熊本県一般会計歳

入歳出決算の認定について 

 議案第43号 平成29年度熊本県中小企業振

興資金特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

 議案第46号 平成29年度熊本県立高等学校

実習資金特別会計歳入歳出決算の認定

について 

 議案第47号 平成29年度熊本県港湾整備事

業特別会計歳入歳出決算の認定につい

て 

 議案第48号 平成29年度熊本県臨海工業用

地造成事業特別会計歳入歳出決算の認

定について 

 議案第50号 平成29年度熊本県育英資金等

貸与特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて 

 議案第55号 平成29年度熊本県高度技術研

究開発基盤整備事業等特別会計歳入歳

出決算の認定について 

   ――――――――――――――― 

出席委員(９人) 

        委 員 長 小早川 宗 弘 

        副委員長 髙 野 洋 介 

        委  員 岩 下 栄 一 

        委  員 鎌 田   聡 

        委  員 井 手 順 雄 

        委  員 溝 口 幸 治 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 髙 木 健 次 

        委  員 緒 方 勇 二 

欠席委員(２人)  

                委  員 河 津 修 司 

                委  員 松 村 秀 逸 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 商工観光労働部 

部 長 磯 田   淳 

総括審議員兼政策審議監         

兼商工政策課長 中 川   誠 

商工労働局長 吉 永 明 彦 

新産業振興局長 村 井 浩 一 

観光経済交流局長 原 山 明 博 

商工振興金融課長 浦 田 隆 治 

労働雇用創生課長 石 元 光 弘 

産業支援課長 末 藤 尚 希 

エネルギー政策課長 坂 本 公 一 

企業立地課長 深 川 元 樹 

観光物産課長 上 田 哲 也 

国際課長 波 村 多 門 

 国際スポーツ大会推進部         

部 長 小 原 雅 晶 

政策審議監兼         

国際スポーツ         

大会推進課長 寺 野 愼 吾 

教育委員会 

         教育長 宮 尾 千加子 

教育理事 山 本 國 雄 

教育総務局長 野 尾 晴一朗 

教育指導局長 牛 田 卓 也 

教育政策課長 江 藤 公 俊 

学校人事課長 手 島 和 生 

社会教育課長 井 芹 護 利 

文化課長 岡 村 郷 司 

施設課長 猿 渡 伸 之 

高校教育課長 那 須 髙 久 

義務教育課長 髙 本 省 吾 

特別支援教育課長 藤 田 泰 資 
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人権同和教育課長 德 永 憲 治 

体育保健課長 西 村 浩 二 

   ――――――――――――――― 

出納局職員出席者 

    会計管理者兼出納局長 能 登 哲 也 

          会計課長 無 田 英 昭 

――――――――――――――― 

監査委員事務局職員出席者 

         局 長 中 山 広 海 

         監査監 田 原 英 介 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 若 杉 美 穂 

     議事課課長補佐 篠 田   仁 

       議事課主幹 岡 部 康 夫 

――――――――――――――― 

  午前９時59分開議 

○小早川宗弘委員長 それでは、ただいまか

ら第６回決算特別委員会を開会いたします。 

 本日は、午前に商工観光労働部及び国際ス

ポーツ大会推進部の審査を行い、午後から教

育委員会の審査を行うこととしております。 

 それでは、これより商工観光労働部及び国

際スポーツ大会推進部の審査を行います。 

 まず、執行部の説明を求めた後に、一括し

て質疑を受けたいと思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために、着座のままで、できるだけ簡潔に

お願いいたします。 

 それでは、商工観光労働部長から決算概要

の総括説明を行い、続いて担当課長から順次

資料の説明をお願いいたします。 

 初めに、磯田商工観光労働部長。 

 

○磯田商工観光労働部長 おはようございま

す。商工観光労働部長磯田でございます。ど

うぞよろしくお願い申し上げます。 

 平成29年度決算の説明に先立ちまして、前

年度の決算特別委員会において御指摘のあり

ました施策推進上改善または検討を要する事

項等のうち、商工観光労働部関係につきまし

て、その後の措置状況を御報告いたします。 

 前年度の決算特別委員会では、各部局共通

事項として１点、商工観光労働部事項として

１点の御指摘がございました。 

まず、各部局共通事項は、「増大する震災

関連業務へ的確に対応するためには、職員の

健康管理が重要であり、特定の部署、職員へ

過度な業務の集中が生じないよう、引き続き

人員の確保に努め、職員の健康管理に十分留

意すること。」という御指摘でございます。 

 熊本地震の発生以降、復旧・復興業務を迅

速かつ的確に進めるため、全国の都道府県か

ら即戦力となる多数の職員を派遣いただいて

おります。特に、グループ補助金について

は、平成29年度は、企業復興支援室を設置

し、他県からの派遣職員８人を含め、合計19

人体制とするとともに、補助金受付センター

業務を外部に委託しました。その後も、業務

の進捗を勘案して、県職員、外部委託ともに

増強し、ピーク時には91人体制で業務に当た

ったところです。今年度も、同様に必要な人

員体制を確保しながら、スピード感を持って

対応しております。 

職員の健康管理については、定時退庁や有

給休暇の取得を促したり、業務軽減の取り組

みを行うなど、職員の健康に配慮しておりま

す。 

また、職員が心身の不調を感じた場合は、

早目に健康サポートセンターの健康相談を利

用するなど、対策を講じるよう指導しており

ます。 

引き続き、職員の健康管理に万全を期して

まいります。 

 次に、商工観光労働部事項は、「国際観光

振興促進事業委託について、観光パンフレッ

ト作成業務の一部が完了していないにもかか

わらず、検査員による検査などの履行確認が

不十分なまま委託料の全額を支払ったことを

監査で指摘されているが、今後、こうした誤
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りが生じないよう、複層的なチェック体制を

構築するなど、再発防止に努めること。」と

いう御指摘でございます。 

 事案が発生した原因は、熊本地震の対応業

務を優先した結果、当該事業着手がおくれ、

年度末に業務が集中して、委託先である熊本

県観光連盟と県で確認ミスが重なったことに

よるものでございます。 

 当該委託業務については、平成29年８月に

観光連盟に対して既に完遂させております

が、こうした確認ミスを防ぐため、現物の確

認を徹底するとともに、他の班の職員にも確

認させるなど、チェック体制を強化しており

ます。あわせて、職員研修の充実、強化を図

っているところです。 

 今後も、こうした誤りが生じないよう、複

層的なチェックや職員の意識徹底など、再発

防止に努めてまいります。 

 次に、平成29年度決算の概要につきまし

て、お手元の決算特別委員会説明資料で御説

明申し上げます。 

 「説明資料」と右上に書いてあります商工

部関係の資料をお手元によろしくお願いしま

す。 

 お開きいただいて、１ページの平成29年度

歳入歳出決算総括表をお開き願います。 

 一般会計の歳入は、予算現額1,708億2,278

万円余のうち、収入済み額が986億3,085万円

余で、収入未済額は1,000万円余でございま

す。 

 収入未済の主なものは、中小企業従業員住

宅の使用料関連の延滞金未納に係るものでご

ざいますが、これにつきましては、弁護士等

と相談しながら、未収金の回収に全力を尽く

す所存でございます。 

 次に、歳出でございますが、予算現額

2,337億8,815万円余のうち、支出済み額は

1,240億4,171万円余、翌年度繰越額が903億

7,888万円余で、不用額は193億6,755万円余

となっております。 

 翌年度繰越額につきましては、主にグルー

プ補助金など、災害復旧に係るものでござい

ます。 

 不用額でございますが、主なものとして

は、グループ補助金、企業立地促進費補助等

の執行残などでございます。 

 そのほか、特別会計が４本ございます。こ

のうち、熊本県中小企業振興資金特別会計に

おいて、30億184万円余の収入未済額がござ

います。これは、中小企業の振興を図るため

の県からの貸し付けに係る未収金でございま

す。 

 歳出については、それぞれの特別会計に若

干の不用額が生じております。 

 以上、当部の平成29年度歳入歳出決算の概

要を申し上げましたが、詳細につきましては

各課長から説明申し上げますので、御審議の

ほどよろしくお願い申し上げます。 

 

○小早川宗弘委員長 引き続き、各課長から

説明をお願いいたします。 

  

○中川総括審議員 商工政策課でございま

す。 

 当課につきましては、定期監査での指摘事

項はございません。 

 次に、決算説明でございます。 

 お手元の決算特別委員会説明資料２ページ

をお願いいたします。 

 一般会計の歳入でございます。 

 国庫支出金、財産収入及び諸収入がござい

ますが、いずれも不納欠損額、収入未済額は

ございません。 

 次に、３ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳出でございます。 

 商業総務費でございますが、248万円余の

不用額がございます。これは、事務費などの

経費節減に伴う執行残でございます。 

 商工政策課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 
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○浦田商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 平成29年度商工振興金融課の決算状況につ

きまして、主なものを説明させていただきま

す。 

 説明資料の５ページをお願いいたします。 

 ５ページから６ページまでが一般会計の歳

入でございますが、不納欠損額、収入未済額

ともにございません。 

 なお、国庫支出金のうち、５ページ中段の

中小企業組合等共同施設等災害復旧費補助に

つきましては、予算現額と収入済み額に713

億7,300万円余の差が生じておりますが、こ

れは次年度への繰り越しや不用残によるもの

でございます。 

 続きまして、７ページをお願いいたしま

す。 

 ７ページから９ページまでが一般会計の歳

出でございます。 

 まず、商工費の商業総務費におきまして、

635万円余の不用額が生じております。 

 主な理由としましては、事業の概要の下か

ら２ポツ目、熊本地震に係る都道府県派遣職

員負担金、これはグループ補助金関係事務の

支援職員に係る派遣元への給与等相当額の負

担金でございますが、時間外勤務手当の実績

額が下回ったことによるものでございます。 

 ８ページをお願いいたします。 

 中小企業振興費におきまして、441万円余

の不用額が生じております。 

 主な理由としましては、事業の概要の上か

ら２ポツ目、組織化指導費補助、これは熊本

県中小企業団体中央会に対する補助事業でご

ざいますが、退職者にかわる職員採用が、年

度当初に間に合わず、10月採用となり、人件

費分の補助の一部が執行残となったものでご

ざいます。 

 ９ページをお願いいたします。 

 災害復旧費の商工施設災害復旧費におきま

して、180億4,100万円余の不用額が生じてお

ります。主な理由としましては、グループ補

助金などの交付決定実績確定に伴う執行残で

ございます。 

 グループ補助金につきましては、平成28年

度の補正予算で1,474億円余の予算を措置

し、昨年度末までの２年間で4,702件、1,305

億円余の交付決定を行っております。また、

29年度までに申請ができなかった事業者の方

には、平成29年度補正予算を明許繰り越しし

て対応しております。 

 なお、翌年度繰越額897億4,400万円余につ

きましては、後ほど附属資料のほうで説明さ

せていただきます。 

 10ページをお願いいたします。 

 ここからは、中小企業振興資金特別会計で

ございます。 

 まず、歳入でございますが、繰入金及び繰

越金につきましては、不納欠損額、収入未済

額ともにございません。 

 なお、繰越金につきまして、予算現額と収

入済み額に２億8,500万円余の差額が生じて

おりますが、これは、会計ルール上、予算現

額が歳出予算額に見合う額として繰越金の一

部を計上し、収入済み額には繰越金全額を計

上していることによるものでございます。 

 次に、諸収入でございますが、中小企業振

興資金貸付金償還元金、償還利子及び延滞違

約金を合わせまして30億100万円余の収入未

済額が生じております。これにつきまして

も、後ほど附属資料のほうで御説明させてい

ただきます。 

 11ページをお願いします。 

 特別会計の歳出でございます。 

 商工費の中小企業振興資金助成費で542万

円余の不用額が生じておりますが、これは事

務経費の節減などによるものでございます。 

 続きまして、別冊附属資料のほうをお願い

いたします。 
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 １ページをお願いいたします。 

 平成29年度繰越事業調べの明許繰り越しに

ついてでございます。 

 平成30年２月に成立しました国の補正予算

に呼応し、平成29年の２月補正で計上しまし

た中小企業等グループ施設復旧整備補助事業

につきまして、補助事業者の事業計画策定、

復旧工事施工に不測の日数を要したことによ

り、全額を平成30年度に繰り越しているもの

です。 

 一番右の欄の現在の進捗状況は、９月末ま

でに153件、43億円余の交付決定を行ってお

りますが、早期の事業完了を目指しておりま

すけれども、起債基準日となる９月１日現在

で事業完了しているものがないため、ゼロと

記載しております。 

 ２ページをお願いいたします。 

 事故繰越についてでございます。 

 １段目の中小企業等グループ施設復旧整備

補助事業につきましては、施工業者における

人員確保及び資材確保が困難となったことに

よりまして、工事施工に不測の日数を要した

ため、1,906件分、826億900万円余について

事故繰越しております。 

 一番右の欄の現在の進捗状況でございます

が、９月１日現在で完了している補助金額ベ

ースの進捗率は21％となっております。 

 ２段目の商店街振興組合共同施設等災害復

旧補助事業につきましても、１段目と同様の

理由で、健軍商店街振興組合への補助金１件

分、4,935万円余について事故繰越しており

ます。 

 ３段目の商工会等施設等災害復旧補助事業

につきましては、水道町の県商工会館の災害

復旧に係る基礎工事部分について、被災施設

の公費解体がおくれたことによりまして、

5,250万円余を事故繰越しております。 

 一番右の欄の現在の進捗状況はゼロと記載

しておりますが、公費解体は９月末で終了

し、既に補助事業に着手されております。 

 なお、建築本体工事については、さきの９

月定例会に予算計上させていただき、対応す

ることとしており、新会館の竣工は、来年12

月ごろを予定されております。 

 続きまして、８ページをお願いいたしま

す。 

 平成29年度収入未済に関する調べについて

でございます。 

 まず、上段の１、平成29年度歳入決算の状

況について、収入未済額の内訳ですが、償還

元金が28億400万円余、償還利子が3,300万円

余、延滞違約金が１億6,300万円余となって

おります。 

 次に、中段の２、収入未済額の過去３カ年

の推移については、３カ年とも新たな未収金

は発生しておらず、平成28年度、29年度の２

年間で1,200万円余を回収し、平成29年度の

収入未済額は30億100万円余となっておりま

す。 

 次に、下段の３、平成29年度収入未済額の

状況については、収入未済額が生じておりま

すのは18件となっております。 

 このうち、分割納付中は、下段合計欄にあ

りますように、11件、20億200万円余、その

右横１つ飛んで生活困窮は、１件、２億

2,200万円余となっております。右から３列

目のその他は、６件、７億7,600万円余で、

このうち償還元金と利子欄の５件、合わせま

して７億5,400万円余については、既に廃業

され、主債務者や連帯保証人の資力もないこ

とから、債権放棄を見据え、地方自治法施行

令に基づく徴収停止を実施しております。 

 なお、徴収停止５件のうち、２件、1,400

万円余につきましては、平成30年２月定例会

におきまして、債権放棄の議決をいただき、

ことし６月に不納欠損処分を実施しておりま

す。 

 次に、９ページをお願いいたします。 

 平成29年度の未収金対策についてでござい

ます。 
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 ①にありますように、年度当初に未収金対

策基本方針及び貸付先別の処理方針を策定す

るとともに、②のとおり、弁護士への法律相

談や、③のとおり、債権回収会社への委託に

より、２貸付先の調査を実施しております。

また、④にありますように、債権管理マニュ

アルに徴収停止の規定の整備を行い、⑤のと

おり、徴収困難な１先について徴収停止を、

また、⑥のとおり、２先について債権放棄の

議決をいただいております。さらに、⑦のと

おり、中小企業団体中央会へ業務委託を行

い、現在償還中の貸付先に係る経営状況を把

握及び助言、指導を行っております。 

 未収金対策につきましては、これまでの決

算特別委員会の御指摘も踏まえ、昨年度、平

成23年以来２度目となります議決によります

債権放棄を進めたところでございます。 

 今後も、引き続き粘り強く回収に取り組む

とともに、努力を尽くしてもなお回収が困難

と判断される案件につきましては、徴収停止

など債権放棄も見据えた対応など、県民の公

平性の観点と費用対効果を踏まえた上で対応

してまいりたいと考えております。 

 商工振興金融課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いします。 

 

○石元労働雇用創生課長 労働雇用創生課の

石元でございます。 

 説明資料にお戻りいただき、12ページをお

願いいたします。 

 12ページから17ページまでが一般会計の歳

入でございますが、不納欠損額はございませ

ん。 

 14ページをお願いします。 

 国庫支出金のうち、下から２段目の訓練事

業費補助につきましては、予算現額と収入済

み額との差が7,033万円余となっておりま

す。これは、技術短期大学校や高等技術専門

校の運営や人件費、事務費に対して交付され

るものでございます。事業実績が執行額を下

回ったことにより、国庫交付金の確定額の減

によるものでございます。 

 15ページをお願いします。 

 上から１段目の職業能力開発施設等整備費

補助につきましては、予算現額と収入済み額

との差が5,613万円余となっております。こ

れは、熊本地震による災害復旧事業費などの

確定に伴う国庫補助金の減でございます。 

 また、下から２段目の生涯職業能力開発事

業等委託金につきましては、予算現額と収入

済み額との差が１億2,098万円余となってお

ります。これは、主に離職者委託訓練におい

て、受講者の減少や早期に就職が決まったこ

とによる訓練生の中途退校などによる国庫委

託金の減でございます。 

 17ページをお願いします。 

 上から２段目の諸収入でございますが、延

滞金について、994万円余の収入未済がござ

います。これは、中小企業従業員住宅事業関

連のものになります。 

 また、同ページの中央部から下段にある雑

入でございますが、６万円余の収入未済がご

ざいます。これは、委託訓練受講経費の返還

金になります。 

 この２件の内容につきましては、後ほど附

属資料において説明させていただきます。 

 続きまして、一般会計の歳出でございま

す。 

 このうち、不用額の大きいものについて御

説明いたします。 

 19ページをお願いします。 

 下段の職業能力開発校費でございますが、

１億4,152万円余の不用額が生じておりま

す。 

 主な理由としましては、備考欄の事業の概

要のうち、下から３番目の離職者訓練事業に

おいて、訓練受講者の減少や早期に就職が決

まったことによる中途退校などの理由によ

り、実績が少なかったことによる執行残でご

ざいます。全額国庫委託金の事業でございま
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す。 

 20ページをお願いします。 

 下段の失業対策総務費でございますが、

2,799万円余の不用残が生じております。 

 主な理由としましては、20ページ備考欄の

事業の概要のうち、下から４番目の戦略産業

雇用創造プロジェクト事業において、補助事

業の実績減などに伴う執行残でございます。 

 21ページをお願いします。 

 労働施設災害復旧費でございますが、

6,626万円余の不用残が生じております。 

 主な理由としましては、備考欄の事業の概

要のうち、２番目に記載の技術短期大学校災

害復旧事業において、設計金額や入札に伴う

執行残でございます。 

 続きまして、繰越事業について御説明しま

す。 

 別冊の附属資料を御用意いただきたいと思

います。 

 ３ページをお願いいたします。 

 高等技術専門校の実習棟耐震改修工事に係

る事業について、明許繰り越しを行っており

ます。 

 繰り越しの理由としましては、熊本地震の

影響により、実習棟の耐震診断が平成29年11

月に完了したことにより、その後の耐震改修

工事による諸手続に要する時間を踏まえたと

ころ、29年度内の事業完了が見込めなかった

ことにより、必要額を繰り越しているもので

ございます。 

 なお、耐震改修工事につきましては、８月

に事業完了しておりますので、御報告いたし

ます。 

 ４ページをお願いします。 

 技術短期大学校の災害復旧事業について、

事故繰越を行っております。 

 本事業は、熊本地震により被害を受けた施

設の改修工事等を行うものでございます。 

 当初の計画では、29年度中に全ての災害復

旧工事を完了させる予定でしたが、体育館の

外壁に大規模剝離の危険が生じていることが

判明したため、改めて工事内容について精査

し、契約手続を進めました。しかし、復旧・

復興事業に係る事業の不調、不落、工期の延

長が増加しており、業者における人員の確保

が困難となり、年度内の事業完了が見込めな

かったことにより、必要額を繰り越している

ものでございます。 

 なお、体育館の外壁改修工事については、

８月に事業完了しておりますので、御報告い

たします。 

 次に、10ページをお願いします。 

 収入未済に関する調べでございます。 

 延滞金における収入未済額994万円余でご

ざいますが、これは中小企業従業員住宅事業

の延滞金でございます。 

 まず、この事業の概要について御説明いた

します。 

 この事業は、厚生年金を財源とした融資を

利用して昭和43年から59年度まで実施した事

業で、企業の従業員住宅の確保を目的に、県

が企業の従業員住宅を建設し、これを中小企

業に有料で20年間貸し付けた後、その住宅を

企業に譲渡するというものでございました。 

 合計で68の企業、470戸の利用がありまし

たが、このうち１社について、使用料を滞納

していたことから、平成24年12月議会におい

て、住宅の明け渡しや未払い貸付金の支払い

などを求める訴えについて、県議会の議決を

いただきながら訴訟による解決を進めまし

た。 

 これまでの未収金についてですが、11ペー

ジ、４、平成29年度の未収金対策をごらんい

ただきたいと思います。 

 平成25年３月に、①住宅の明け渡しから④

遅延損害金の支払いについて、内容を請求す

る訴訟を提起し、本県の請求が認められる判

決が同年９月に言い渡されました。その結

果、貸付金と延滞金の額3,351万円余が確定

いたしました。 
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 住宅については、かなり老朽化が進んでい

たことから、平成25年12月に明け渡しを受け

た後、解体、撤去を終えております。 

 また、未収金の回収については、債務者の

連帯保証人の不動産が確認できたため、平成

27年２月に強制競売の申し立てを行いまし

た。平成27年９月に落札され、県に1,871万

円余の配当があったため、貸付料を初めとす

る債権の一部に充当して、未収金を回収して

おります。 

 その結果、元本については完済したことに

より延滞金額が確定し、延滞金総額は、29年

度当初調定額1,905万円余となりました。 

 その後、28年度末に債務者から、債務者所

有の土地の任意売買について、当該土地に抵

当権を設定している県と差し押さえを行って

いる熊本市に相談があったため、弁護士など

とも相談の上、任意売買に応じることとし、

29年度の初めに約910万円を回収いたしまし

た。 

 よって、現在の収入未済額は994万円余と

なっており、今後も弁護士などと相談しなが

ら、引き続き未収金の回収に全力を尽くす所

存でございます。 

 12ページをお願いします。 

 雑入として、６万1,000円の未収金が生じ

ております。 

 未収金が発生した背景を御説明しますと、

平成21年度に高等技術専門校で行いました自

動車運転免許取得の委託訓練におきまして、

訓練受講の際には雇用保険に未加入であった

受講者が、訓練が終了した後で、訓練受講前

の時点にさかのぼり雇用保険の被保険者とな

ったことから、委託訓練の受講対象の要件を

満たさなくなったため、免許取得経費や訓練

手当など、約10万円余を返還させる必要が生

じたことによるものでございます。 

 分納により22年度までに４万円余を返還さ

せたところですが、就職しても短期間で離職

を繰り返し、無職の状態が続いたことから、

23年度以降の返還が滞り、現在、６万円余の

収入未済となっております。 

 対応につきましては、13ページ、４、平成

29年度の未収金対策に記載しております。 

 これまで、分納誓約書を提出させ、催告を

行っておりましたが、①債務者が平成25年５

月から生活保護を受給し始めたこと、②今後

も継続的な就労につく見込みが低く、返済資

金の確保が難しいことなどから、平成26年３

月17日に徴収停止を決定いたしました。 

 なお、29年度においても、福祉事務所など

の関係機関への状況調査を行い、徴収停止の

要件に該当すると判断したため、徴収停止を

継続することとしました。 

 今後も、債務者の生活保護を担当する福祉

事務所などの関係機関と連携の上、状況調査

を継続し、資力回復状況について確認を行っ

ていくこととしております。 

 次に、14ページをお願いします。 

 県有財産処分一覧表でございます。 

 熊本勤労総合福祉センター・火の国ハイツ

の用地の一部についてです。 

 この土地は、熊本市と２分の１ずつの共有

財産でございましたが、当該財産は、道路認

定され、熊本市道となっており、県が独自に

利活用することはないことから、処分するこ

とが適当と判断し、熊本市に、道路用地とし

て用途指定を行い、持ち分を無償譲渡したも

のでございます。 

 労働雇用創生課分については以上でござい

ます。御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

○末藤産業支援課長 産業支援課の末藤でご

ざいます。 

 説明資料の22ページをお願いいたします。 

 まず、一般会計の歳入でございますが、不

納欠損額、収入未済額はございません。 

 23ページをお願いいたします。 

 上から２段目の地方創生推進交付金につき
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まして、予算現額と収入済み額に２億3,411

万円余の差が生じておりますが、これは地域

未来投資促進事業を繰り越したことによるも

のでございます。 

 次に、最下段の地方創生拠点整備交付金に

つきまして、予算現額と収入済み額に１億

3,106万円余の差が生じておりますが、こち

らにつきましては、熊本地震により被災した

産業技術センターの施設復旧工事を繰り越し

たことによるものでございます。 

 次に、一般会計の歳出について御説明いた

します。 

 27ページをお願いいたします。 

 工鉱業振興費につきまして、7,922万円余

の不用額が生じております。 

 主な要因は、地域未来投資促進事業による

もので、これは地域経済を牽引する事業への

設備投資に対して補助等を行う事業ですが、

事業者からの補助金申請額が見込みを下回っ

たことにより生じたものでございます。 

 なお、翌年度繰越額に４億122万円余が生

じておりますが、これにつきましては、後ほ

ど附属資料で説明させていただきます。 

 次に、28ページをお願いいたします。 

 産業技術センター費につきまして、１億

1,545万円余の不用額が生じております。 

 主な要因は、産業基盤技術高度化事業にお

ける熊本地震で被災した産業技術センターの

施設復旧工事の入札に伴う執行残と、産業技

術センターの運営管理費等における事務費の

経費節減に伴う執行残でございます。 

 なお、翌年度繰越額に１億6,361万円余が

生じておりますが、これにつきましても、後

ほど附属資料で説明させていただきます。 

 次に、29ページをお願いいたします。 

 最下段の商工施設災害復旧費につきまし

て、3,587万円余の不用額が生じておりま

す。これは、熊本地震で損傷した産業技術セ

ンターの研究備品の買いかえに係る入札に伴

う執行残でございます。 

 次に、別冊の附属資料を説明させていただ

きます。 

 ５ページをお願いいたします。 

 繰越事業でございますが、地域未来投資促

進事業におきまして、国の交付決定が12月に

あったため、年度内の事業完了が見込めない

ことから、明許繰り越しをしたものでござい

ます。 

 これは、先ほど歳出でも御説明しましたと

おり、地域経済を牽引する事業への設備投資

に対して補助等を行う事業ですが、繰り越し

た案件については、５件を交付決定し、この

うち１件が既に事業を完了し、残り４件につ

いても、年度内に事業完了予定となっており

ます。 

 次に、６ページをお願いいたします。 

 先ほど歳出でも御説明しました産業基盤技

術高度化事業ですが、これは熊本地震で被災

した産業技術センターの施設復旧工事に係る

ものでございます。施工業者の人員確保が困

難となり、工事施工に不測の日数を要したた

め、工期を延長し、事故繰越をしたものでご

ざいます。 

 本館を含む６棟の建物の復旧工事をしてお

りますが、９月末時点で５棟がほぼ完成し、

残り１棟の工事を行っているところでござい

ます。年明けの１月末までには、全ての工事

は完了する予定となっております。 

 産業支援課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○坂本エネルギー政策課長 エネルギー政策

課の坂本でございます。よろしくお願いいた

します。 

 委員会説明資料のほうにお戻りいただきま

して、資料の31ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳入に関する調べでございま

す。 

 使用料及び手数料、国庫支出金、財産収

入、繰越金、諸収入でございますが、いずれ
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も不納欠損額、収入未済額はございません。 

 32ページをお願いいたします。 

 歳出に関する調べでございます。不用額の

大きいものを御説明いたします。 

 33ページをお願いいたします。 

 上段の工鉱業振興費につきまして、1,555

万円余の不用額が生じております。 

 これは、主に備考欄の事業の概要にありま

すポツの３つ目、新エネルギー等導入推進事

業、それから、下から２つ目の阿蘇採石場防

災対策事業等におきまして、事業実績が見込

みを下回ったこと等に伴う執行残でございま

す。 

 また、同じ工鉱業振興費の翌年度繰越額が

2,500万円となっております。これにつきま

しては、附属資料で御説明をいたします。 

 別冊の附属資料をお願いいたします。資料

の７ページをお願いいたします。 

 阿蘇採石場防災対策事業につきまして、阿

蘇採石場の終掘に伴う防災対策として、採石

場外の排水路の改良工事を実施いたしており

ます。 

 繰り越した排水路工事につきましては、熊

本地震の影響で、平成29年度に繰り越しまし

た先行工事である下流部の排水路工事がおく

れまして、不測の日数を要したことから、工

事費を繰り越したものでございます。 

 ７月に契約をいたしておりまして、来年３

月までに工事完了の見込みでございます。 

 エネルギー政策課は以上でございます。御

審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○深川企業立地課長 企業立地課長の深川で

ございます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、申しわけございませんが、説明

資料のほうにお戻りいただきまして34ページ

のほうをお開きください。 

 まず、一般会計でございます。 

 一般会計の歳入でございますが、不納欠損

及び収入未済ともにございません。 

 次に、35ページをお願いいたします。 

 一番上の段の諸収入をごらんください。 

 真ん中よりも右のほうの予算現額と収入済

み額との比較欄ですが、２億45万円余の差額

が生じております。これは、企業立地促進資

金貸付金回収金が見込みよりも少なかったた

めで、新規貸し付けの実績がなかったことに

よるものでございます。 

 次に、36ページをお開きください。 

 一般会計の歳出について御説明いたしま

す。 

 まず、上から３段目、商業費のうち、中小

企業振興費に284万円余の不用額が生じてお

ります。これは、オフィス系企業等の立地促

進のための産業支援サービス業等立地促進補

助金の不用額でございます。 

 次に、その下の工鉱業総務費に７億5,582

万円余の不用額が生じております。 

 主なものとしては、事業の概要中ほどのポ

ツ、企業立地促進資金融資事業の新規申請額

が見込みを下回ったこと、また、その下のポ

ツ、企業立地促進費補助におきまして、補助

金交付申請額が見込み額より少なかったこと

によるものでございます。 

 次に、38ページをお開きください。 

 38ページ、39ページが、港湾整備事業特別

会計でございます。 

 まず、歳入でございますが、不納欠損額及

び収入未済額はございません。 

 次に、40ページをお開きください。 

 40から41ページは、臨海工業用地造成事業

特別会計でございます。 

 まず、こちらの歳入でございますが、不納

欠損額及び収入未済額はございません。 

 なお、一番上の段、財産収入のうち、土地

貸付料の段の予算現額と収入済み額との比較

欄をごらんください。 

 153万円余の差額が生じておりますが、こ

れは八代外港工業用地に新たな土地貸し付け

が生じたことによる収入の増加でございま
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す。 

 次に、一番下の段の繰越金でございます。 

 こちらは、予算現額と収入済み額との比較

欄に３億3,614万円余の差額が生じておりま

す。これは、過去の用地売却収入等の繰越金

でございます。 

 次に、42ページをお開きください。 

 42ページから44ページが、高度技術研究開

発基盤整備事業等特別会計でございます。 

 まず、42ページの歳入でございますが、不

納欠損額及び収入未済額はございません。 

 一番上の段の財産収入の予算現額と収入済

み額との比較欄に２億1,414万円余の差額が

生じておりますが、これは企業進出に伴う城

南工業団地の売り払い収入が発生したことに

よるものでございます。詳細につきまして

は、後ほど附属資料で説明させていただきま

す。 

 次に、下から２番目の段の繰越金でござい

ますが、予算現額と収入済み額との比較欄に

5,484万円余の差額が生じております。これ

は、昨年度の工業団地管理の執行残等を繰り

越したものでございます。 

 次に、43ページをお願いいたします。 

 特別会計の歳出でございます。 

 一番上の段、商工費に1,879万円余の不用

額が生じております。その主なものは、内陸

工業用地基盤整備事業によるもので、不用額

につきましては、各団地の除草など、管理経

費の執行残でございます。 

 それでは、済みませんが、附属資料のほう

の15ページをお開きください。 

 県有財産の処分でございます。 

 こちらは、城南工業団地の区画の一部を民

間企業に売却したものでございます。契約相

手方は、法人、これは物流関係の企業でござ

います。 

 企業立地課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○上田観光物産課長 観光物産課の上田でご

ざいます。よろしくお願いいたします。 

 恐れ入りますが、委員会説明資料の45ペー

ジにお戻りください。お願いいたします。 

 まず、一般会計の歳入でございますが、不

納欠損額及び収入未済額ともにございませ

ん。 

 続きまして、48ページをお願いいたしま

す。 

 一般会計の歳出でございます。主なものを

説明させていただきます。 

 まず、上段の観光費で1,122万円余の不用

額が生じておりますが、主なものといたしま

しては、備考欄の下から４つ目のポツ、ＭＩ

ＣＥ等誘致促進事業の補助実績の減に伴う執

行残、また、その下、外国人観光客に対する

「おもてなし」向上プロジェクト事業におき

まして、日程を集中させ講師の旅費を節減す

るなどの効率化による執行残でございます。 

 観光物産課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○波村国際課長 国際課長の波村でございま

す。よろしくお願いいたします。 

 説明資料の50ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳入でございますが、不納欠損

額及び収入未済額はございません。 

 また、雑入でございますが、海外派遣職員

及び海外技術研修員の宿舎の解約により、保

証金、敷金、リース料が還付されておりま

す。 

 次に、51ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳出について御説明いたしま

す。 

 まず、総務費でございますが、512万円余

の不用額が生じております。主な理由といた

しましては、旅券発給事務費について、旅券

窓口である市町村と県との間の旅券関係書類

の移送料が見込みより少なかったことによる

執行残でございます。 
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 次に、52ページをお願いいたします。 

 農林水産業費でございますが、371万円余

の不用額が生じております。これは、主にシ

ンガポールの現地事務所の運営に関する経費

が見込みを下回ったことによる執行残でござ

います。 

 次に、同ページの商工費でございますが、

687万円余の不用額が生じております。主な

理由といたしましては、経費節減による執行

残でございますが、例えば、海外出張につい

て、出張する方面に応じて複数の業務をまと

めて処理するなど、効率的に業務を行ったこ

とによる執行残でございます。 

 国際課については以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○小早川宗弘委員長 以上で商工観光労働部

の説明が終わりました。 

 次に、小原国際スポーツ大会推進部長から

総括説明をお願いいたします。 

 

○小原国際スポーツ大会推進部長 国際スポ

ーツ大会推進部長の小原です。よろしくお願

いいたします。 

 平成29年度決算の御説明に先立ちまして、

前年度の決算特別委員会において御指摘のあ

りました施策推進上改善または検討を要する

事項等のうち、国際スポーツ大会推進部関係

につきましては、該当ありませんでした。 

 次に、平成29年度決算の概要につきまし

て、お手元の決算特別委員会説明資料で御説

明申し上げます。 

 １ページの平成29年度歳入歳出決算総括表

をお開きください。 

 一般会計の歳入は、収入済み額が４億

2,509万円余で、収入未済額はありません。 

 次に、歳出でございますが、支出済み額は

14億811万円余、翌年度繰越額が９億7,757万

円余で、不用額は１億802万円余となってお

ります。 

 翌年度繰越額につきましては、主にラグビ

ーワールドカップ2019推進事業に係るもので

ございます。これは、えがお健康スタジアム

の座席やトイレ等の改修に当たり、関係機関

との協議に時間を要したことによるものでご

ざいます。 

 不用額につきましては、主なものは、ラグ

ビーワールドカップ2019に係るえがお健康ス

タジアムの施設改修事業の実績減による執行

残などでございます。 

 以上、当部の平成29年度歳入歳出決算の概

要を簡潔に申し上げましたが、詳細につきま

しては政策審議監から説明いたしますので、

御審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

 

○小早川宗弘委員長 引き続き、寺野政策審

議監から説明をお願いします。 

 

○寺野政策審議監 国際スポーツ大会推進課

の寺野でございます。よろしくお願いしま

す。 

 まず、当課では、定期監査における指摘事

項はございませんでした。 

 それでは、当課の決算について御説明をい

たします。 

 説明資料の２ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳入でございますが、不納欠損

及び収入未済はございません。 

 まず、予算現額と収入済み額との比較につ

いて、主なものを御説明いたします。 

 社会資本整備総合交付金につきまして、予

算現額に対し収入済み額が３億1,004万円余

の減となっておりますが、これは、当該交付

金を活用する事業につきまして、国の交付決

定時期がおくれ、年度内に事業完了が見込め

なかったため、翌30年度に繰り越すこととし

たものでございます。 

 ３ページをお願いします。 

 スポーツ振興くじ助成金につきまして、予

算現額に対し収入済み額が4,530万円余の減
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となっておりますが、これは当該助成金を活

用する事業の実績減によるものでございま

す。 

 続いて、４ページをお願いします。 

 一般会計の歳出でございます。 

 観光費で１億802万円余の不用額が生じて

おります。主なものとしましては、ラグビー

ワールドカップ2019のえがお健康スタジアム

の施設改修事業のうち、スポーツ振興くじ助

成金の対象事業の実績減による執行残等でご

ざいます。 

 翌年度繰越額につきましては、附属資料で

御説明させていただきます。 

 お手元の附属資料をお願いいたします。１

ページをお願いします。 

 繰越事業でございます。 

 ラグビーワールドカップ2019推進事業につ

きまして、繰越額は９億7,725万円余となっ

ておりますが、えがお健康スタジアムの施設

改修につきまして、施設管理者などの関係機

関との調整に時間を要したことなどにより事

業が完了しなかったため、繰り越しているも

のでございます。 

 スポーツ振興課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願い申し上げます。 

 

○小早川宗弘委員長 以上で執行部の説明が

終わりました。 

 それでは、ここからは質疑を受けたいと思

います。 

 質疑はありませんか。 

 

○中川総括審議員 済みません、冒頭、商工

政策課のほうで、定期監査の指摘事項はござ

いませんということで発言いたしましたが、

商工観光労働部各課とも監査の指摘事項はな

いということでございます。失礼いたしまし

た。 

 

○小早川宗弘委員長 中川総括審議員から

は、そういう御報告がありました。 

 ほかに質疑はありませんか。 

 

○岩下栄一委員 商工金融で、回収不能の生

活保護者あたりは、いわゆる徴収停止という

ような言葉が出ておりますけれども、徴収が

停止されると、結局もう、何というかな、も

うチャラですかね。 

 

○小早川宗弘委員長 何ページですか。 

 

○岩下栄一委員 別紙の13とか17。 

 

○浦田商工振興金融課長 今岩下委員から徴

収停止のお話がございました。 

 徴収停止については、９ページを見ていた

だきますと、附属資料の９ページの４の29年

度の未収金対策で、その中で④で徴収停止の

規定を整備したということと、⑤で徴収停止

を行ったというふうに書いております。その

後に、これは昨年度１件徴収停止がありまし

たけれども、27年度が１件、28年度が３件、

去年が１件ということで、合計５件になって

おります。その５件のうち、⑥で２先につい

て債権放棄の提案をしております。 

 徴収停止につきましては、もう徴収が見込

めないというような状況になったときに、自

治法上、徴収停止を一旦して、様子見て、時

効とか納期限をはかりながら、財産調査もし

ながら、それでも財産の資力が戻らないとい

う方については、そこで債権放棄を議会のほ

うに提案させていただいて、議決をいただい

て不納欠損処分をするというような形でござ

いまして、昨年度、２件、1,400万円余につ

いて議決をいただいておりまして、この６月

に不納欠損処分を行いましたので、その分は

来年度の未収金額の全体から落ちていくとい

うような状況になります。 

 

○岩下栄一委員 チャラじゃないんですね。
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引き続いて……。 

 

○浦田商工振興金融課長 チャラという言い

方はあれなんですけれども、債権放棄すると

いうことなので、借金の額を免除するという

形になります。まあ、平たい言葉というか、

わかりやすい言葉で言うとチャラというよう

な話になります。 

 

○岩下栄一委員 下品な言葉で済みませんで

した。 

 ただ、貸し付けのとき、もっと審査を厳重

にされたらどうかなと思うんですけれども

ね。 

 

○浦田商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。 

 先ほど、済みません、チャラと言いました

のは、徴収停止を行った上で、また期間を置

いて資力を調査して、債権放棄の議決をした

後に不納欠損してなると。徴収停止イコール

チャラという形ではないということです。 

 それと、入り口の審査につきましては、最

終的な貸付金は、最近では、最後の貸し付

け、21年度にやっておりまして、その後ずっ

と貸し付けが行われておりません。 

 その前の貸し付けについても、中小機構の

ほうの貸付準則でありますとか県の債権基準

等に照らして、県だけの基準ではなくて、中

小企業基盤機構のほうで審査をしていただい

てやっておりますので、そんなゆるゆるの審

査ではなかったというふうには思っておりま

すけれども、年次がたつにつれ財産の価値も

少なくなりますし、そういったことで、こう

いう返せない状況になったときに、未収金が

生じているというような状況になっておりま

す。 

 

○鎌田聡委員 説明資料の27ページに、産業

支援課に、燃料電池自動車普及促進事業とい

うのがございますが、不用額もここで出てい

るかちょっとわかりませんけれども、燃料電

池自動車の今の普及状況と、あと、そこに水

素ステーションができていますけれども、県

の公用車以外の利用を見たことないものです

から、利用頻度はどのくらいなのかと、メン

テ費用とか維持管理費用がどのくらいかかっ

ているのか、その辺を教えてください。 

 

○末藤産業支援課長 まず、燃料電池自動車

の普及状況でございますけれども、まず、国

の基本方針の中でも、東京、大阪、名古屋、

福岡という４大都市圏を中心にインフラをま

ず整備をした上で、いずれそこから延伸もと

いうことで聞いております。 

 その中で、熊本には、今のところ商用の水

素ステーションというものはございませんで

して、その商用の水素ステーションがござい

ませんところでは燃料電池自動車も販売でき

ないですとか、そういう事業上の制約もある

というふうに伺っております。 

 ちょっと今、手元で、県内どれだけの燃料

電池自動車があるかどうかということは把握

してございません。 

 それから、県庁に設置してございますスマ

ート水素ステーションの利用につきまして

は、実証用ということでございますので、県

のＰＲ車が専ら充塡を行う拠点でございます

ので、そちらで一般の燃料電池自動車のほう

をすぐに充塡を行うことには現在なってござ

いません。 

 

○鎌田聡委員 で、幾らかかっているんです

か。 

 

○末藤産業支援課長 29年度の事業内容とい

うことでございますと、ＦＣＶ及び水素ステ

ーションの維持管理費用ということで457万

円余となってございます。 
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○鎌田聡委員 じゃあ、457万円という額

が、まあ決算ですから、幾らかかっているの

かというのは教えていただかなきゃいけない

んですけれども、それは間違いないですね。 

 

○末藤産業支援課長 燃料電池自動車普及促

進事業では、338万円と決算でなってござい

ます。 

 

○鎌田聡委員 普及促進事業はわかりまし

た。実際、水素ステーション、実証でつけて

いらっしゃるあの費用が幾らかかっているか

ということなんですけれども。 

 

○末藤産業支援課長 御質問について、整備

費用ということでよろしいですか。 

 

○鎌田聡委員 違う違う。整備はされとっと

ですね。 

 

○末藤産業支援課長 はい。 

 

○鎌田聡委員 で、日常的に幾らか維持費用

がかかっているんじゃないかなと思ってです

ね、あの設備を維持するのに。それが幾らか

なと。 

 

○末藤産業支援課長 維持管理費につきまし

ては、約357万円程度ということになってご

ざいまして、内訳は、電気代、水道代、定期

点検、部品交換費、その他消耗品ということ

になってございます。 

 

○鎌田聡委員 決算ですから、約じゃなく

て、幾らかというのははっきりわかっている

――わかってないと決算書にできませんので

……(｢ここに書いてある」と呼ぶ者あり)ど

れかに入っていると思うんですけれどもね。 

 

○末藤産業支援課長 確認の上、後ほど回答

申し上げます。申しわけございません。 

 

○鎌田聡委員 ちょっと決算委員会ですか

ら、きちんとした額が出てきたやつを僕らは

審議するんですよね。ですから、そういう額

をきちんと示してもらわないと審議できませ

ん。それは準備されている数字と思ったので

言ったんで、ちょっと調べとってください。 

 

○末藤産業支援課長 はい。 

 

○鎌田聡委員 その前に、ちょっと私、認識

が間違っていたと思うんですけれども、その

商用の水素ステーションがなければ販売でき

ないということになっているんですか。です

から、じゃあ商用のステーションがないの

で、県内にですね。ないという御説明でした

から、１台も走ってないということでいいん

ですか、販売されてないということで。 

 

○末藤産業支援課長 例えば、トヨタ自動車

の販売するＭＩＲＡＩにつきましては、事業

上、そうした商用ステーションのないエリア

では販売をしないというふうなことを伺って

ございますけれども、例えば、福岡のほうか

ら充塡なさって熊本に乗り入れて走っていら

っしゃるところもございますし、物理的には

走っているということはあるかもしれません

けれども。 

 

○鎌田聡委員 促進事業ということで事業が

あって、これから普及させていこうというこ

とで水素ステーションもつくって、最初の費

用よりかなり、倍かそのぐらいになった、た

しか設置費用はかかったと思いますけれど

も、それは私は一般車も利用できるというこ

とで認識持っていたので、あれはもう県の公

用車だけということなんですか。 

 

○末藤産業支援課長 県の公用車のみという
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ことでございます。 

 

○鎌田聡委員 これから――全然悪い話じゃ

ないと思うんですよ。水素自動車を普及させ

ていくということで取り組みを進められてい

ると思いますから、そういった事業をどんど

んやっぱり進めてもらいたいと思いますし、

やっぱり水素ステーションもせっかくつくっ

たのであれば、この促進事業にきちんとマッ

チさせて、ああいうのがありますからという

ことでやっぱり県民にＰＲをしていくという

ことも必要だと思いますけれども、ただ、売

れないということ、売ることができないとい

うことであるならば、少しその辺がちょっと

変わってくるんですよね。それはもう事実で

すか、販売できないというのは。 

 

○末藤産業支援課長 まず、委員御指摘のと

おり、ＦＣＶは普及啓発を目的として車両を

導入してございまして、一般への普及を目的

に、試乗会ですとか展示会等、ＰＲに活用を

してございます。 

 商用ステーションがないエリアでの販売に

つきましては、事業者様の御判断になられる

かと思います。例えば、先ほど申し上げまし

たように、ＭＩＲＡＩの場合ですと、商用ス

テーションのあるエリアでしか販売をしない

というのは、事業者の御判断になられるもの

です。 

 

○鎌田聡委員 何さま自動車の会社の判断な

んですね。 

 

○末藤産業支援課長 はい。 

 

○鎌田聡委員 売れるところは売っていい

と、売れないところは売らないということな

んですね。 

 

○末藤産業支援課長 はい。 

 

○鎌田聡委員 普及啓発で、いいやつである

なら、やっぱりもっとＰＲしていかないかぬ

と思うんですよね。だから、ちょっとそうい

うことで、非常にああいう施設をつくったけ

れども、そういった県民向けのＰＲが非常に

地味だと思います。使えないと、使わせない

ということですよね。使わせないということ

であるならば、少しそこは、やっぱり普及促

進事業とうたっている以上は、何かあそこを

うまく利活用していく必要があるんじゃない

かなと思いますし――で、幾らかかっている

かという額はもう出ているかと思いますけれ

ども、まだわかりませんか。 

 

○末藤産業支援課長 維持管理費でございま

すけれども、338万余となってございます。 

 

○鎌田聡委員 それだけのやっぱり維持管理

費もかかっているわけですから、もちろん初

期の設置費用もかかっているわけですから、

もう少しうまくＰＲして、一般用に売れない

会社もあるというのもちょっと引っかかりま

すけれども、そういったことも含めて、もう

少し、促進事業ということであるのならば、

しっかりと促進するような取り組みにつなげ

ていっていただきたいと思いますので、そこ

はぜひ今後また考えていっていただきたいと

思います。よろしくお願いします。 

 

○髙野洋介副委員長 確認ですけれども、

338万円余と言われましたけれども、これ

は、資料の27ページの燃料電池自動車普及促

進事業が、丸々維持費というふうな形でいい

んでしょうか。 

 

○末藤産業支援課長 はい、そのとおりでご

ざいます。 

 

○髙野洋介副委員長 わかりました。 
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○西聖一委員 グループ補助金の件でお尋ね

しますが、大体補助割合としては何割負担ぐ

らいになるんでしょうか。 

 

○浦田商工振興金融課長 補助率につきまし

ては、中小企業の場合は４分の３、みなし大

企業の場合は２分の１というような形になっ

ていまして、まあ４分の３ですが、一部消費

税とかには対応していませんので、消費税分

を除いて４分の３を補助するという仕組みに

なっております。 

 

○西聖一委員 じゃあ、残りの分は、自己資

金は手当てせないかぬわけですけれども、そ

の自己資金は、その企業は大体どういうとこ

ろから手当てしているんですか。 

 

○浦田商工振興金融課長 まずは、自分のと

ころの蓄えというのもございますし、地震保

険というのもございます。それでも足りない

ときには、例えば、今産業支援財団のほうに

県から無利子で貸し付け、原資をお渡しして

無利子で対応できる仕組みをつくっています

し、制度融資の中でも資金を確保するという

ような手だてをしております。 

 

○西聖一委員 さっき出てきた中小企業振興

貸付金とは全く別のやつで、しかし、政府系

というか、県関係の無利子の融資資金が結構

まだあるということですか。 

 

○浦田商工振興金融課長 説明資料の11ペー

ジをごらんいただきますと、上の段の中小企

業振興資金助成費の中で、事業の概要の一番

下のポツ、被災中小企業施設・設備整備支援

事業、公益財団法人くまもと産業支援財団に

対する貸し付けと書いていますが、これは97

億7,000万、昨年度出しています。 

 その前に、28年度においては、223億、原

資の部分と、一部この貸付金を運用していた

だいて、例えば、貸し倒れに対する引当金だ

とか管理事務費とかを運用益で出してもらう

仕組みにしているんです。 

 貸付金は、28年度分で65億、昨年分で63.6

億で、約128億ぐらい貸付原資としてお出し

していまして、今申請に基づいて審査をし

て、貸し付けを行っているような状況でござ

います。 

 

○西聖一委員 わかりました。 

 今は貸し付け中ですけれども、復旧して、

復興してもらわなくちゃいけませんが、先ほ

ど言った、まあ倒れてしまって、またその原

資が120億ぐらい相当が、もしかすると回収

しなければならない状況になることは十分あ

ると理解していいんですか。 

 

○浦田商工振興金融課長 今回のスキームの

場合は、東北の例も踏まえて、貸し倒れリス

クというのが約11.7％ぐらいあるのではない

かということで、それも踏まえて資金的に貸

し付けて、それを運用益で少し生じる部分を

貸し倒れたときに引き当てていただくという

ような仕組みにしています。 

 

○西聖一委員 ということは、県としては、

貸付審査は十分そこら辺まで見込んでいるの

で、今後、県のそういう未収とか債権回収に

対する労力はあんまり考えないでいいという

ふうに理解していいんですか。 

 

○浦田商工振興金融課長 貸付審査は、まず

財団のほうでやっていただいていますけれど

も、財団には、保証協会、それと肥後銀行、

熊本銀行から職員を無償で派遣していただい

て、その方たちが審査していただいていま

す。 

 ある程度貸付規則に従った形で貸し付けま

すけれども、被災を受けて復旧しようという
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方ですので、今後の資金繰り等も踏まえて、

さきに言いましたけれども、東北の例も踏ま

えて、少しそういう心配もあるかなというこ

とで、その分相当を積み立てさせていただい

ているというような状況です。 

 

○西聖一委員 了解しました。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかにございません

か。 

 

○岩下栄一委員 大変古いテーマですけれど

も、企業誘致で、沢田県政、細川県政のとき

にえらい力入れて、太鼓たたいて企業誘致を

呼びかけて、かなりの進出企業があったと思

いますけれども、この企業立地課の職員23人

分、１億5,000万と給与を明示されているけ

れども、この職員の中で企業誘致専従員とい

う人はいるんですか。 

 

○深川企業立地課長 企業立地課深川でござ

います。 

 今岩下委員のほうから、企業立地課につい

て、専従職員の有無についてお尋ねいただき

ました。 

 企業立地の専従職員という職員はございま

せん。ただ、やはり企業誘致関係は、企業様

との、何といいますか、顔見知りといいます

か、おつき合い、こういったものが非常に重

要でございますので、比較的在課年数が長い

職員が多うございます。 

 実際、普通の課であれば、３年ぐらいで異

動とかあるものなんですが、当課の場合に

は、各班に５年目ないし４年目といった職員

が必ずおりまして、また新しく来た職員に

も、どんどん連れていきましてネットワーク

を引き継いでいくと、そういった体制を築い

ておるところでございます。 

 

○岩下栄一委員 部長が大阪事務所におられ

たころは、盛んに近畿付近の企業を引っ張っ

てこられて大変よかったので、現状はどうで

すか。何社ぐらい来ているんですか。 

 

○深川企業立地課長 一昨年、地震があった

際には、21件と少し落ち込んだところでござ

いましたが、平成29年度は、年間で46件と、

これまで過去最高の立地件数を達成してござ

います。今年度につきましては、９月末現在

ではございますが、19件ということで、昨年

とほぼ同じペースで進んでいるところでござ

います。 

 大きくは、非常に今景況感がいいというこ

とで、半導体ですとか自動車関係、そういっ

たところのサプライヤー型の企業の設備投

資、これが多くなっております。 

 以上でございます。 

 

○岩下栄一委員 やっぱり企業との個人的な

関係とか、いろいろやっぱり随分職員の皆さ

ん、努力されていると思います。 

 以前、田谷企画開発部長と山本企画課長

か、２人して夜の街をさまよって、企業誘致

のために細川さんはどんどんやってくれと言

われたということがあったけれども、まあ非

常に努力というか、苦労が多かろうと思いま

すけれども、どうぞよろしくお願いします。 

 

○磯田商工観光労働部長 ありがとうござい

ます。 

 企業誘致課職員、営業の最前線として日々

頑張っております。特に、情報収集するため

に、新聞だけじゃなくて、いろんな企業の方

から情報をとって、いち早く動くのが大事だ

と思いますので、しっかり努めてまいりたい

と思います。ありがとうございます。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかにありますか。 

 

○溝口幸治委員 20ページ、労働雇用創生
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課。 

 熊本県ブライト企業の件ですけれども、非

常にいい事業だというふうに思っています

し、先行してというか、先駆けてなられた企

業は、それなりにメリットもあるし、ブライ

ト企業に挑戦している企業も、いろいろ勉強

になるという話を聞いています。 

 これって、いつまで続けていく、何社ぐら

いまでいくのかという、先の見通しという

か、その辺はどういうふうにお考えなのか、

ちょっとお聞かせをいただきたいと思いま

す。 

 

○石元労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

ございます。 

 今溝口委員のほうからお話がございまし

た、ブライト企業についてでございますけれ

ども、ブライト企業、４カ年戦略の目標とし

ては、一応200社というのを目標に掲げてい

たところでございます。今年度、ブライト企

業の認定を行いまして、現在のところ、288

社をブライト企業として認定させていただい

ております。 

 ブライト企業は、３年ごとの更新となって

おりまして、実際には、従業員が生き生きと

働き続けられる企業という形で、20程度の指

標を設定いたしまして、その点数によって外

部の審査委員会にかけまして認定作業という

ものを行っておりますけれども、３年ごとに

その点数がちゃんととれているかどうかとい

うものを確認して更新をしていくわけでござ

います。 

 よって、１期目の方々が、３年たって、再

度また更新という形、プラス新規でプラスア

ルファの企業さんが追加されていく形になり

ますけれども、現時点で終期を設定した事業

ではございませんので、引き続き、ブライト

企業として応募があった際には認定をしてい

くつもりでございますけれども、その数に関

しましては、新たな新規の認定の申請数、ま

た、更新の企業さんの申請数でもって、その

得点のレベルを何点で合格というか、認定の

点にするかということを決めながら、一定の

企業さんの数というものを確保しつつ、バラ

ンスをとって認定作業というものを今後行っ

ていこうということで、外部の委員の先生方

には御説明をしているところでございます。 

 現在の考えは、以上のような考えでござい

ます。 

 

○溝口幸治委員 先頭グループが、たしか今

度更新だったんですよね、恐らくですね。先

頭グループ、何社あって、そのうち何社が更

新されたのか、わかりますか。 

 

○石元労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

ございます。 

 第１期で認定をした平成27年度は、39社を

認定しておりましたけれども、今年度更新し

た企業は、39社全部申請が上がりましたけれ

ども、38社を認定しております。 

 以上でございます。 

 

○溝口幸治委員 わかりました。 

 さっき、いろいろ基準があってというお話

はわかりました。当面はそれでいけるのかと

思いますけれども、要は企業側にとってメリ

ットがないと、恐らく申請って多分、今回は

先頭バッターが行ったし、まだブライト企業

というのはとてもいいという評判が今立って

いるので、皆さん行くと思うんですけれど

も、これはやっぱりずっとやっていくと、な

かなか厳しいところに来るのかなと思ってい

ます。 

 例えば、建設業のＩＳＯとかも、当初は、

これは取らんといかぬといってわあわあわあ

わあやりましたけれども、最近は、持っとっ

ても余り効果がないので、費用ばっかりかか

ってという話もあるので、このブライト企業

になるのは、結構手間暇かかるんですよね、
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いろいろ会社の雇用体系とかも見直して。今

のところいいと思いますが、いつか必ず、近

い将来、やっぱり限界来るのかなと思ってい

ますので、そこに向けてしっかり内部でも議

論をやっておいてほしいというふうに思いま

す。 

 

○石元労働雇用創生課長 ありがとうござい

ます。労働雇用創生課でございます。 

 そのような形で、ある程度ブライト企業も

認知が図られてきて、企業さん方の申請も多

くなっております。 

 そこで、ちょっと考えていることは、今年

度におきましては、そのブライト企業の中か

らブライト企業賞というものを設定いたしま

して、先日10社を選定して、表彰制度で、特

にブライト企業の中で目立った取り組みとい

いますか、非常に見本になるような取り組み

をしている企業さんを表彰したところでござ

います。 

 そのような形で、ブライト企業の中でも、

県のホームページで公表しておりますけれど

も、公表する内容として、表彰企業さんの星

をつけたり、更新企業さんであれば、その更

新企業さんがわかるような形で、その288社

の一覧の中で目立つような形でホームページ

とかで公表をしているところでございます。 

 そういった形で、ブライト企業の中でも目

につく企業さんなんかを、できるだけ県民の

方々にわかるような形でＰＲを考えていると

ころでございます。 

 以上でございます。 

 

○溝口幸治委員 今のはよくわかりました。 

 ちょっともう１件いいですか。 

 

○小早川宗弘委員長 はい。 

 

○溝口幸治委員 インバウンド対策が、まあ

観光から国際課も含めてこう移っていって、

今は国スポの件もあるので、非常に連携しな

がらやっていく大事な時期に来ていると思う

んですよね。 

 内部では、いろいろ大変なことも、どこに

どう振り分けていくかという大変なところも

あると思いますが、そのあたり今どういうふ

うに調整をされているのかということと、い

よいよ来年ですから、そのあたりの決意とい

うか、それをお聞かせいただきたいと思いま

すが。誰が――譲り合わずに率先して手を挙

げていただくとありがたいんですが。 

 

○寺野政策審議監 国際スポーツ推進課でご

ざいます。 

 インバウンド対策ということで、まずラグ

ビーにつきまして、３万人の会場、２試合６

万人ということで、国外から２割、１万

2,000人を見込んでおります。宿泊客が、国

内１万2,000人、残りが県内、九州からとい

うことで、インバウンドにつきましては、海

外のＯＴＡ、オフィシャル・トラベル・エー

ジェント、これに対しては商工観光の国際課

さんでやってもらっております。 

 ハンドボールでございますけれども、30万

人の高い観戦客目標をつくっております。今

の試算では、85％ぐらいが県内かなと見込ん

でおります。残りの４万5,000人ぐらいが県

外、国外と。国外は１万人程度かなと。１万

人程度につきましては、同じように国際課さ

んのほうで海外にＰＲをかけていただくと。 

 とにかく、まず、我々は、コアゾーンを国

内のほうについてはアプローチしたいと。ハ

ンドボールファミリーでありまして、ハンド

ボールが盛んな高校等に行きまして、これは

我々が直接アプローチに行って、日本協会等

が持っている旅行会社を使ってそこにやって

いただくと。その他の一般客について、観光

課さんのほうで、旅行商品、持ち合わせのや

つ、それに、この時期はハンドボールがあり

ますよというようなことをうたい込んでいた
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だいて、営業をかけていただく、そんな整理

で今進めているところでございます。 

 

○原山観光経済交流局長 観光経済交流局長

の原山でございます。 

 国際スポーツ大会につきましては、国際イ

ンバウンドの誘致、それから、国内観光客の

呼び込みもありますし、今申し上げましたよ

うなコアファンの誘客というのもございます

ので、やはり国際課、観光物産課、そしてス

ポーツ部の確かな連携が必要になってくると

思いますので、日常から国際課と観光物産課

については、場所も近くにございますので、

しっかり連携をとってやっております。た

だ、スポーツのほうがちょっと、物理的にち

ょっと今離れたせいがありますので、ここは

意識してしっかり連携をとりながら今もやっ

ておりますし、今後も、来年に向け、しっか

り連携とってやってまいりたいというふうに

思っております。 

 以上でございます。 

 

○溝口幸治委員 この仕分けでいくと、なか

なか、きれいに分かれているけれども、恐ら

く大変だと思うんですよね、中はね。どこに

どう振っていくかというのは。なので、そこ

はしっかり連携図ってやってください。 

 以上です。 

 

○原山観光経済交流局長 ありがとうござい

ます。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかに質疑はありませ

んか。 

 

○髙木健次委員 42ページですけれども、企

業立地課。 

 土地売り払い収入が２億というのは、備考

欄では、当初予定のない工業団地の売却によ

る収入とありますが、これはどこの工業団

地。 

 

○深川企業立地課長 こちらは城南工業団地

でございまして、附属資料の15ページをお開

きいただきますと、県有財産処分一覧表とい

うことで、城南工業団地、１万9,320平米、

契約金額２億997万円余という形になってお

ります。この件でございます。 

 

○髙木健次委員 この城南工業団地というの

は、これは今まで予定なかったところ、企業

が入りたいということで購入されたわけです

ね。 

 

○深川企業立地課長 予定がなかったといい

ますか、今２区画、当時空きがございまし

て、ずっと売っておるんですけれども、いつ

売れるかわからなかったのが、29年度に売却

できたというところでございます。 

 もう１区画ございますが、あと６ヘクター

ルぐらい残っております。そちらにつきまし

ては、現在、熊本市の仮設住宅が入っており

ますので、その仮設住宅が最終的に撤去後、

もう一度分譲にかけていくという形でござい

ます。 

 

○髙木健次委員 今のところを聞きたかった

んですが、２区画あった、残っとったと。１

区画は、思わず企業から引き合いがあったと

いうことで、ただ、ふだんも土地のあっせん

とかそういうやりとりは、いろいろ宣伝はや

っているということですね。 

 

○深川企業立地課長 城南あたりは、スマー

トインターチェンジができましてから、非常

に企業さん方の引き合いが多くなっておりま

す。そういうこともございまして、熊本市で

すとか、あと宇城市、そういったところとも

連携を密にしながら、いろんなそういう工場

が立地できるような適地、こういったものの
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情報交換等もやっているところでございま

す。 

 

○髙木健次委員 最近、県南の工業誘致とい

いますか、しっかり県もやっている関係で動

きが入ってきていますよね。非常にいいこと

だと思います。 

 そういうことで、あと１区画は、仮設住宅

が今入っているから、それが撤去次第という

ことで、何年ぐらいかかっとですか。 

 

○深川企業立地課長 一応、契約上は今年度

で、さらに１年度延長されるということがお

決まりになっていますので、少なくとも来年

度いっぱい、平成31年度いっぱいは仮設住居

の方があるということでお伺いをしておりま

す。 

 基本的には、私ども、地震の復興のための

いろんな産業振興ですので、まずはそこに働

く方、住宅等を今失われた方の、何というん

ですか、安住の地を探すのが一番ですので、

まずはその仮設住居を最優先という形で考え

ておるところでございます。ですから、追い

出すとか、そういうようなのは全く考えてご

ざいません。 

 

○髙木健次委員 追い出せとかは言っていま

せんけれどもね。ただ、この６ヘクタールで

すから、今回の売却の３倍の面積、非常にい

いところで、いい面積が残っているから、引

き続き、これは今からやっぱり宣伝とかいろ

いろやって、頑張っていただければありがた

いというふうに思います。 

 

○深川企業立地課長 ありがとうございま

す。 

 県南を含め、企業誘致、精いっぱい頑張っ

てまいりたいと思いますので、よろしくお願

いいたします。 

 以上です。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかに質疑はありませ

んか。 

ありませんね。なければ、これで商工観光

労働部及び国際スポーツ大会推進部の審査を

終了します。 

 これより、１時まで休憩をいたします。 

  午前11時21分休憩 

――――――――――――――― 

  午後０時59分開議 

○小早川宗弘委員長 休憩前に引き続き委員

会を再開します。 

 これより教育委員会の審査を行います。 

 まず、執行部の説明を求めた後に、一括し

て質疑を受けたいと思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために、着座のままで、できるだけ簡潔に

お願いいたします。 

 それでは、教育長から決算概要の総括説明

を行い、続いて担当課長から順次説明をお願

いいたします。 

 初めに、宮尾教育長。 

 

○宮尾教育長 お世話になります。教育委員

会でございます。 

 平成29年度決算の御説明に先立ちまして、

前年度の決算特別委員会において御指摘のご

ざいました施策推進上改善または検討を要す

る事項等のうち、教育委員会関係につきまし

て、その後の措置状況を３点御報告させてい

ただきます。 

 まず、１点目でございますが、決算特別委

員長報告第４の11、「育英資金の貸与につい

ては、他県の事例等を参考にしながら、未収

金発生の防止に努めること。」についてでご

ざいます。 

 現在、未収金発生の防止の観点から、各学

校に対し、育英資金奨学生の募集に当たって

は、育英資金の返還金は将来の貸付金の財源

に充てられていることや、奨学金の返還が大
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きな負担となることがないよう、家庭の経済

状況や卒業後の生活設計を十分に考慮の上、

貸与月額を選択することを、保護者及び生徒

に指導するように依頼を行っているところで

ございます。 

 また、毎年開催されております九州・山口

各県の担当者協議会にも職員を参加させ、各

県の未収金発生防止に係る取り組み事例等に

ついて、情報の交換も行っております。 

 このような取り組みによりまして、平成29

年度決算においても、全国トップクラスの高

い徴収率を維持したものの、返還者が年々増

加していること等から、収入調定額が増加し

たことに伴い、未収金額も増加しておりま

す。 

 今後も、奨学金制度を将来にわたり維持で

きるよう、未収金発生の防止に努めてまいり

ます。 

 次に、２点目、決算特別委員長報告第４の

12、「未収金については、育英資金以外の未

収金も含め、教育委員会の中に、未収金回収

の専門知識を有する職員による、横断的な組

織を設置するなどの対応策を検討するこ

と。」についてでございます。 

 これまでも、財政課を事務局とした全庁的

な組織である未収金対策連絡会議に参加し、

未収金対策強化に向けた取り組みを進めてま

いりました。さらに、今年度からは、教育委

員会の関係課で課題の共有や取り組み事例の

情報交換等を行う場を設け、未収金回収の専

門知識の向上と効果的な回収方法の習得に努

めているところでございます。 

 今後も、このような対応策を講じながら、

滞納者に対しては、法的措置も含め、徹底し

た取り組みを進めてまいります。 

 次に、３点目、決算特別委員会報告第４の

13、「高校再編整備で閉校になった跡地につ

いては、年数の経過とともに利活用が困難に

なると思われるため、期限を区切って方向性

を示すなど、スピード感を持って取り組むこ

と。」についてでございます。 

 現在、知事部局も含めた横断的な組織であ

る県立高等学校再編整備跡地活用検討委員会

において、個別案件ごとに跡地利活用の方向

性について検討しており、関係自治体の意向

を取り入れながら、知事部局とも十分に連携

し進めております。 

 これまで、天草東高校のグラウンド部分が

くまもと県民発電所として活用され、ことし

２月から送電を開始したほか、水俣高校の商

業科実習棟を水俣市が水俣環境アカデミアと

して活用した例、そして、ことし４月に、南

関高校跡地を地元南関町庁舎等の建設予定地

として無償譲渡した例などがございます。 

 また、蘇陽高校跡地等につきましては、現

在、年度内の売却を目指し、入札の実施に向

けた準備を進めているところでございます。 

 今後も、閉校跡地利活用については、地元

自治体を初め関係機関等としっかり連携しな

がら、スピード感を持って取り組んでまいり

ます。 

 措置状況について、以上３点報告させてい

ただきました。 

 続きまして、平成29年度熊本県一般会計及

び特別会計の歳入歳出決算のうち、教育委員

会関係の概要につきまして御説明させていた

だきます。 

 お手元の決算特別委員会説明資料の１ペー

ジ、平成29年度歳入歳出決算総括表をお願い

いたします。 

 歳入は、一般会計、特別会計を合わせた合

計の予算現額321億9,447万3,000円に対しま

して、調定額319億88万9,000円、収入済み額

317億1,640万円、不納欠損額108万6,000円、

収入未済額１億8,340万3,000円となっており

ます。 

 歳出でございますが、一般会計、特別会計

を合わせた合計の予算現額1,331億2,428万

6,000円に対しまして、支出済み額1,253億

3,114万円、翌年度繰越額52億7,287万4,000
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円、不用額25億2,027万2,000円となっており

ます。 

 繰越事業は、主な内容といたしましては、

熊本地震に伴う文化財や県立学校施設の災害

復旧に関するものでございまして、調査や設

計、工事に日数を要したことなどにより、年

度内の整備が困難であったため繰り越したも

のでございます。 

 以上が教育委員会関係の平成29年度の決算

概要です。 

 なお、詳細につきましては各課長が御説明

いたしますので、どうぞよろしくお願いいた

します。 

 

○小早川宗弘委員長 引き続き、各課長から

説明をお願いいたします。 

 

○江藤教育政策課長 教育政策課でございま

す。 

 教育庁の定期監査におけます指摘事項は、

社会教育課と体育保健課の２課分につきまし

て御指摘がございました。後ほど担当課長か

ら御説明いたします。 

 それでは、説明資料２ページをお願いいた

します。 

 歳入についてでございます。 

 使用料及び手数料でございますが、教育セ

ンターにおける電柱や自動販売機に係る行政

財産の使用料でございます。 

 次に、国庫支出金でございますが、熊本地

震に伴い、文部科学省から交付された被災児

童生徒就学支援等事業費補助及び同省から委

託された教員養成等一体改革推進事業委託金

と学校業務改善加速事業委託金に係る委託料

でございます。 

 説明資料３ページをお願いいたします。 

 財産収入でございますが、主なものとして

は、教職員住宅の家屋貸付料でございます。 

 次に、諸収入でございます。 

 説明資料４ページをお願いいたします。 

 主なものとしまして、施越にかかる教育災

害国庫支出金に係る過年度収入でございま

す。 

 次に、繰越金でございますが、後ほど御説

明いたします繰越事業の財源として、年度内

収入を充当していることに伴うものでござい

ます。 

 なお、歳入につきましては、不納欠損額、

収入未済額はございません。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 資料の５ページをお願いします。 

 教育委員会費でございますが、教育委員の

報酬、教育委員会運営費でございます。 

 不用額の主な内容は、各種行事における教

育委員の参加人数等が見込みより少なかった

ことに伴う教育委員人件費等の執行残でござ

います。 

 次に、事務局費でございますが、課及び教

育事務所の運営費、熊本県教育情報化推進事

業、県立学校校務情報化推進事業等に係る経

費でございます。 

 不用額の主な内容は、パソコンリースなど

の入札に伴う執行残、職員厚生費の委託の入

札に伴う執行残、熊本地震被災生徒就学支援

事業、これは市町村等の専修学校３校ござい

ますけれども、その生徒さんへの市町村が行

う授業料減免等への国庫補助事業でございま

す。その事業における支給対象者や支給額が

当初の見込みを下回ったことに伴う執行残及

び学校現場業務改善加速事業における国との

委託金額の確定に伴う減額でございます。 

 ６ページをお願いいたします。 

 教職員人事費でございますが、教職員住宅

に係る経費及び教職員福利厚生事業等に係る

経費でございます。 

 不用額の主な内容は、用途を廃止した教職

員住宅に係る維持修繕費用が不用になったこ

とに伴う執行残でございます。 

 次に、教育センター費でございますが、教

育センターの管理運営費、教育センターで実
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施します教職員に対する研修等に係る経費で

ございます。 

 不用額の主な内容は、管理運営費の経費節

減に伴う執行残及び研修事業等に係る執行残

でございます。 

 次に、恩給及び退職年金費でございます

が、共済制度発足前の退職者やその遺族に対

する恩給等でございます。 

 不用額は、受給者の年度途中の死亡者の数

が見込みを上回ったことによる執行残でござ

います。 

 ７ページをお願いします。 

 教育施設災害復旧費でございますが、熊本

地震により被害を受けた教職員住宅や教育セ

ンターの災害復旧に係る経費でございます。 

 不用額の主な内容は、熊本地震で被災した

教育センター理科棟の解体工事に伴う入札残

でございます。 

 申しわけございません。別冊としておりま

す決算特別委員会附属資料のほうをお願いい

たします。 

 １ページをお願いします。 

 平成29年度から平成30年度への繰越事業で

ございます。 

 教職員住宅管理費でございますが、南熊本

住宅の屋上防水工事に際し、熊本地震災害復

旧工事を優先して行うため、当該工事を先送

りする必要が生じ、発注を見送ったことに伴

い、繰り越しを行ったものでございます。な

お、来年の１月には工事完了の予定でござい

ます。 

 次に、教育センター災害復旧事業でござい

ますが、未利用だった宿泊棟を新理科棟とし

て利用するための改修工事について、熊本地

震の影響から入札不調となり、業者との契約

に期間を要したため、繰り越しを行ったもの

でございます。なお、本年11月末には工事完

了の予定でございます。 

 教育政策課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○手島学校人事課長 学校人事課長の手島で

ございます。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 説明資料の８ページをお願いいたします。 

 まず、使用料及び手数料でございますが、

主なものとしましては、県立学校授業料や県

立学校入学金でございます。 

 次に、９ページの国庫支出金でございます

が、主なものとしましては、就学支援金制度

に伴います高等学校等就学支援負担金及び義

務教育学校教職員の給与に係る義務教育学校

職員費負担金でございます。 

 このうち、高等学校等就学支援負担金につ

きましては、就学支援金制度に伴う国庫負担

金収入でございます。 

 これは、保護者等の収入に照らして経済的

負担を軽減する必要があると認められた生徒

に対しまして、国が授業料と同額の就学支援

金を県を通じて支給するものでございます

が、県は、この交付金を先ほど御説明しまし

た授業料収入に直接充てることで、生徒、保

護者は授業料を納付する必要がなくなるもの

でございます。 

 次に、10ページの財産収入でございます

が、主なものとしましては、熊本地震に伴い

ます県外からの派遣職員に係る宿舎管理費規

則に基づく家屋貸付料及び特別支援学校での

作業実習に係る実習生産物売り払い収入でご

ざいます。 

 次に、11ページの諸収入でございますが、

主なものとしては、11ページの６段目に記載

しておりますとおり、県立学校に設置してお

ります売店の電気料等に係る雑入でございま

す。 

 なお、最下段の過年度収入の年度後返納に

つきましては、後ほど附属資料において御説

明いたします。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 12ページをお願いいたします。 
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 まず、教育総務費の事務局費、教職員人事

費でございますが、予算額のほとんどが職員

の給与費、人件費でございますが、歳入のと

ころで御説明しました就学支援金制度の国か

らの負担金を授業料収入に充てるため、就学

支援金交付等事業を教職員人事費で計上して

おります。 

 不用額については、自己都合等の退職者が

見込みより少なかったことによる教職員退職

手当等の執行残でございます。 

 次に、このページの５段目の小学校費の教

職員費、７段目の中学校費の教職員費及び13

ページ２段目の高等学校費の高等学校総務費

でございますが、これらの不用額も、いずれ

もそのほとんどが教職員の給与費、人件費の

執行残でございます。 

 教職員給与費につきましては、毎年度、12

月１日現在の現員数で所要額を見込み、２月

補正を行っておりますが、その後の休職や育

児休業の変更等に伴いまして執行残が発生し

たものでございます。 

 次に、同じく13ページ３段目の高等学校費

の全日制高等学校管理費、４段目の定時制高

等学校管理費でございますが、これは、高等

学校の光熱水費や事務経費等、学校の管理、

運営に係る経費でございます。 

 不用額は、各学校において、光熱水費や事

務経費の節減に努めたことによる執行残でご

ざいます。 

 次に、13ページ６段目の特別支援学校費で

ございますが、これは特別支援学校に係る教

職員の人件費及び学校の管理運営費でござい

ます。 

 不用額については、教職員の人件費の執行

残と管理運営費の経費節減による執行残でご

ざいます。理由につきましては、先ほど説明

しました高等学校の人件費及び管理運営費と

同様でございます。 

 次に、附属資料について御説明いたしま

す。 

 14ページの平成29年度収入未済に関する調

べをお願いいたします。 

 収入未済額につきましては、臨時的任用教

員の給与決定誤りに伴う過年度分給与返納で

ございます。これは、過去２年分の給与の差

額を返納するに当たり、生活に支障が生じる

ため、一括返納は困難ということで、分割返

納の申し出があったものでございます。 

 収入未済は、１の平成29年度歳入決算の状

況に記載のとおり、37万7,000円でございま

す。 

 ４の未収金対策としましては、３回の分割

納付とし、納付期限及び納付額を記入した分

割納付の申出書を提出させ、期限どおりの履

行を促しているところでございます。 

 なお、これまで２回は納付期限までに履行

しており、残り１回は12月を履行期限として

おります。 

 学校人事課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○井芹社会教育課長 社会教育課でございま

す。 

 まず、教育委員会の定期監査における指摘

事項についてです。 

 社会教育課について御指摘がございました

ので、指摘事項について御説明申し上げま

す。 

 資料の監査結果指摘事項をお願いしたいと

思います。 

 指摘事項といたしましては、職員の事務懈

怠等に起因した契約等の遅滞について、職員

の事務処理懈怠により、次の課題があるとし

て、「①平成29年度被災地域の教育力向上プ

ロジェクト業務委託において、対象町村との

契約手続を行わないまま業務を委託してい

る。②市町村への補助事業において、上司の

決裁を受けないまま実施要領等を発出してい

る。事務手続において、組織的なチェック体

制の強化を図り、再発防止に努めること。」
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でございました。 

 次に、事案の概要について御説明します。 

 ①の平成29年度被災地域の教育力向上プロ

ジェクト業務委託につきましては、本来、文

部科学省と本県との平成29年４月１日付の委

託契約後、県は速やかに６町村と委託契約を

すべきでありましたが、事務処理が遅延し、

担当職員が契約手続を行わないまま町村に業

務の実施を認め、実際に当該町村と契約を締

結したのは平成29年12月になったものでござ

います。 

 次に、②の市町村への補助事業につきまし

ては、事務処理が遅滞する中で、担当職員

が、上司の決裁を受けないまま、平成29年12

月に実施要領等を発出するとともに、平成30

年２月に、一部の市町村に対して、同じく上

司の決裁を受けないまま交付決定通知書を発

出したものでございます。 

 対応状況でございますが、①につきまして

は、対象町村と、平成29年12月19日に、平成

29年４月５日付で契約を締結しました。平成

30年度に入り、国への実績報告等を行い、出

納閉鎖までには全ての業務を完了しておりま

す。 

 ②につきましては、平成30年４月２日から

処理を進め、遅滞していた実施要領の策定、

通知、市町村への交付決定、変更交付決定、

支出負担行為書の作成等の事務を行い、出納

閉鎖までには全ての業務を完了しておりま

す。 

 ①、②とも、組織全体としての業務の進捗

状況のチェック体制の不備と職員の事務処理

懈怠が原因としてあり、これらの改善のた

め、次の取り組みを行っております。 

 まず、班長、審議員、課長のそれぞれの立

場で、常に各職員の業務の進捗状況等を把握

し、必要に応じ係、課内の応援や事務分掌の

見直しを行うなど、組織的に管理をしており

ます。 

 また、教育庁全所属でチェックシートを導

入し、事業進捗状況の課内共有化を行ってお

ります。 

 さらに、職員の会計事務に係る知識を向上

させるための研修を実施しております。 

 これらの取り組みを継続し、今後同様の事

態が起こらないよう、しっかり努めてまいり

ます。 

 以上、監査の指摘事項に係る説明でござい

ます。 

 次に、歳入について御説明いたします。 

 説明資料の14ページをお願いいたします。 

 使用料及び手数料でございますが、県立青

少年の家の携帯電話基地局設置に伴う行政財

産使用料でございます。 

 次に、国庫支出金でございますが、主なも

のとしましては、放課後子ども教室などを実

施する市町村への補助事業に係る地域連携教

育支援活動促進事業費補助でございます。 

 予算現額と収入済み額との差217万9,000円

は、国庫補助金の減額に伴う市町村への間接

補助額の減によるものでございます。 

 次に、その下、教育災害復旧費補助でござ

いますが、これは平成28年熊本地震により被

災した熊本県立図書館の災害復旧に係る経費

でございます。 

 また、最下段の地域教育力活性化推進事業

委託金でございますが、これは平成28年熊本

地震に伴い被災した地域の学校の授業支援や

周辺の環境整備などの国からの委託金でござ

います。 

 次に、15ページをお願いいたします。 

 財産収入及び諸収入でございますが、主な

ものとしましては、財産運用収入の土地貸付

料で、これは熊本県青年会館敷地に係る土地

貸付料でございます。 

 なお、歳入につきまして、不納欠損、収入

未済額はございません。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 16ページをお願いいたします。 

 下段の社会教育総務費でございますが、主
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なものとしましては、社会教育及び生涯学習

の振興に関する事業、青少年教育施設の管

理、運営に係る経費でございます。 

 不用額は、主に入札及び経費の節減に伴う

執行残でございます。 

 次に、上段の図書館費でございますが、熊

本県立図書館の管理、運営及びくまもと文

学・歴史館の運営等に関する経費でございま

す。 

 不用額は、主に経費節減に伴う執行残でご

ざいます。 

 次に、17ページ下段の教育施設災害復旧費

でございますが、これは平成28年熊本地震等

により被災した青少年教育施設及び熊本県立

図書館の災害復旧に係る経費でございます。 

 不用額は、主に青少年教育施設における災

害復旧事業の入札に伴う執行残でございま

す。 

 翌年度繰越額5,100万円の詳細につきまし

ては、附属資料で御説明いたします。 

 附属資料の２ページ、平成29年度繰越事業

調べをお願いいたします。 

 青少年教育施設災害復旧費でございます

が、これは平成28年６月の豪雨により崩落し

た豊野少年自然の家の敷地内道路ののり面復

旧に係る経費でございます。 

 繰越理由のところですが、復旧に係る適正

な工期の確保ができなかったため、5,100万

円を平成30年度に繰り越したものでございま

す。工事は、本年６月に完了しております。 

 社会教育課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○岡村文化課長 文化課でございます。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 説明資料の18ページをお願いいたします。 

 使用料及び手数料でございますが、主なも

のとしましては、装飾古墳館観覧料、美術館

観覧料及び美術館使用料でございます。 

 次に、19ページから21ページの国庫支出金

でございますが、主なものとしましては、19

ページの下から２段目、地方創生拠点整備交

付金で、これは交流人口の拡大を目的とした

美術館機能強化の国庫補助金でございます。 

 予算現額と収入済み額との差1,125万円

は、事業費の確定による減であります。 

 次に、20ページの下から２段目、史跡等保

存整備費補助でございますが、これは鞠智城

跡整備事業への国庫補助金でございます。 

 次に、21ページの１段目の教育災害復旧費

補助でございますが、これは県立美術館本館

の災害復旧への国庫補助金でございます。 

 予算現額と収入済み額との差１億48万

4,000円は、事業費の確定による減でありま

す。 

 次に、22ページの寄附金でございますが、

主なものとしましては、下から３段目にござ

います文化財等復旧復興寄附金でございま

す。熊本城や阿蘇神社を初めとする文化財の

復旧のため、県内外から10億7,389万円の寄

附金をいただいております。 

 次に、23ページの諸収入でございますが、

主なものとしましては、下から２段目、発掘

調査受託事業収入で、国などからの発掘調査

の受託収入でございます。 

 なお、歳入につきましては、不納欠損額、

収入未済額はございません。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 説明資料の25ページをお願いいたします。 

 まず、文化費でございますが、主なものと

しましては、備考欄、事業の概要２つ目の文

化財保存事業でございますが、これは国、県

指定文化財の保存、整備に補助金を交付する

ものでございます。 

 次に、３つ目の埋蔵文化財発掘調査事業で

ございますが、これは国などからの受託事業

でございます。 

 上に記載しています不用額を生じた理由に

ついては、埋蔵文化財発掘調査の日数短縮に

よる執行残でございます。 
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 次に、事業概要の７つ目、下から２つ目の

熊本地震被災文化財等復旧復興基金積立金で

ございますが、これは熊本地震により被災し

た未指定文化財などの復旧を支援する基金へ

の積み立てでございます。 

 次に、26ページをお願いいたします。 

 美術館費でございますが、主なものとしま

しては、備考欄、事業の概要２つ目の展覧会

事業費でございますが、これは県立美術館が

主催及び共催する展覧会を開催するものでご

ざいます。 

 次に、３つ目の細川コレクション永青文庫

推進事業でございますが、これは、公益財団

法人永青文庫が所有する美術品などの一部を

県立美術館に常設展示するとともに、同法人

所蔵の美術品などの調査研究を行うものでご

ざいます。 

 次に、４つ目の県立美術館本館改修整備事

業等でございますが、これは、昭和51年に開

館した県立美術館の老朽化した施設、設備の

改修を行い、保全、長寿命化を図るととも

に、良好な展示、保管環境を確保するもので

ございます。 

 美術館費の不用額の主なものは、入札残に

伴う執行残でございます。 

 同じく26ページ、教育施設災害復旧費でご

ざいますが、これは文化財及び美術館などの

災害復旧事業でございます。 

 不用額の主なものは、歴史的建造物の所有

者が、修復することについての決定が次年度

に変更されたことなどにより、申請時期が次

年度にずれたことによります。 

 次に、別冊の附属資料をお願いいたしま

す。 

 平成29年度繰越事業調べについて御説明い

たします。 

 ３ページをお願いいたします。 

 明許繰り越しになります。 

 １段目の文化財保存事業でございますが、

これは、宇土城跡の保存整備費について、追

加施工箇所が必要となったことから、設計変

更に不測の日数を要し、年度内執行が困難と

なったため繰り越したものでございます。 

 次に、２段目の県立美術館本館改修整備事

業でございますが、これは、美術館本館の施

設改修に係る委託について、工事着手後の環

境対策に不測の日数を要し、年度内執行が困

難となったため繰り越したものでございま

す。 

 次に、３段目の文化財災害復旧事業でござ

いますが、これは、指定・未指定文化財の災

害復旧について、施工箇所の増加、施工業者

における人員確保が困難となるなど、工事施

工に不測の日数を要し、年度内執行が困難と

なったため繰り越したものでございます。 

 次に、４段目の文化財資料室災害復旧事業

でございますが、これは、熊本市南区にあり

ます文化財資料室の災害復旧について、入札

不調により年度内執行が困難となったため繰

り越したものでございます。 

 次に、４ページをお願いいたします。 

 事故繰越でございます。 

 １段目の文化財災害復旧事業でございます

が、これは、大津町と阿蘇市にございます国

指定の建造物の災害復旧について、施工業者

における人員確保が困難となり、工事施工に

不測の日数を要し、年度内執行が困難となっ

たため繰り越したものでございます。 

 文化課は以上でございます。御審議のほど

よろしくお願いいたします。 

 

○猿渡施設課長 施設課長の猿渡でございま

す。 

 まず、歳入につきまして御説明いたしま

す。 

 説明資料の27ページをお願いします。 

 使用料及び手数料です。主なものは、行政

財産の目的外使用許可による収入でございま

す。 

 次に、国庫支出金です。 
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 収入済み額が、予算に比べまして５億

8,502万8,000円のマイナスでございます。こ

の主な内訳ですけれども、県立学校災害復旧

費負担金に係る事業繰り越しや事業費の減に

よります約４億5,000万円の収入減、また、

国庫補助金の学校施設環境改善交付金、これ

は28ページの最上段にございますけれども、

に係る事業繰り越しに伴う約１億1,000万円

の収入減となっております。 

 続きまして、28ページをお願いします。 

 財産収入です。主なものは、校長宿舎の家

屋貸付料などでございます。 

 続きまして、29ページをお願いいたしま

す。 

 諸収入です。これは、過年度に交付決定を

受けた災害復旧事業の国庫支出金を受け入れ

たものでございます。 

 次に、繰越金ですが、これは前年度からの

明許繰越分に当たります。 

 なお、これらの歳入につきまして、不納欠

損額、収入未済額はございません。 

 次に、歳出について説明いたします。 

 説明資料の30ページをお願いいたします。 

 まず、教育費の教育総務費のうち事務局費

ですけれども、これは市町村立学校施設整備

に係る市町村指導監督事務費でございます。 

 次に、高等学校費のうち全日制高等学校管

理費ですが、これは、県立学校校舎の維持、

修繕、点検等に要した経費でございます。 

 続きまして、高等学校費のうち教育振興費

ですけれども、これは、天草拓心高校が保有

します実習船熊本丸、この代船建造に要した

経費でございます。 

 次に、高等学校費のうち学校建設費です

が、これは小川工業高校ほか21校の県立高等

学校施設整備事業に要した経費でございま

す。 

 不用額が生じた主な理由は、入札に伴う執

行残でございます。 

 なお、翌年度繰越額につきましては、附属

資料にて後ほど御説明いたします。 

 31ページをお願いします。 

 特別支援学校費ですが、これは盲学校ほか

９校の特別支援学校施設整備事業に要した経

費でございます。 

 不用額が生じた主な理由は、入札に伴う執

行残でございます。 

 続きまして、災害復旧費の教育施設災害復

旧費ですが、これは県立学校施設に係る災害

復旧事業に要した経費でございます。 

 不用額が生じた理由は、入札に伴う執行残

です。 

 続きまして、附属資料で繰越事業について

御説明いたします。 

 附属資料の５ページをお願いいたします。 

 まず、明許繰越分でございます。 

 実習船熊本丸代船建造事業ですが、これは

天草拓心高校の実習船の代船の建造に係る予

算を繰り越したものでございます。 

 続きまして、校舎新・増改築事業ですが、

熊本工業高校の実習棟改築に係る委託料及び

工事請負費を繰り越したものです。 

 次に、県立高等学校施設整備事業ですけれ

ども、熊本工業高校ほか計21校の営繕工事に

係る経費を繰り越しております。 

 この21校につきましては、５ページから８

ページにかけて内訳を記載しているところで

ございます。ほとんどのものが着手済みまた

は入札公告準備中のもので、今年度中の整備

を目指しております。 

 次に、８ページを改めてお願いいたしま

す。 

 特別支援学校施設整備事業でございます

が、盲学校のほか計11校の営繕工事に係る経

費を繰り越しております。 

 続きまして、９ページをお願いいたしま

す。 

 県立学校施設災害復旧事業ですが、熊本高

校ほか計３校の災害復旧工事に係る経費を繰

り越しております。 
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 次に、10ページをお願いします。 

 事故繰越分になります。 

 県立学校施設災害復旧事業ですが、松橋高

校の災害復旧工事を繰り越しているところで

ございます。 

 これらの繰り越しを行いました事業につき

ましては、右側に理由を記載しております

が、そのほとんどが熊本の地震に係る復旧工

事を優先して発注したことから、当該施設整

備の年度内執行が困難となったものでござい

ます。 

 25ページをお願いいたします。 

 最後に、県有財産処分一覧表でございま

す。 

 この２件とも、県立学校の敷地の一部を地

元自治体に譲渡したものでございます。 

 施設課は以上でございます。 

 

○那須高校教育課長 高校教育課長の那須で

ございます。よろしくお願いします。 

 一般会計、熊本県立高等学校実習資金特別

会計及び熊本県育英資金等貸与特別会計につ

いて、順に御説明をいたします。 

 まず、一般会計の歳入について御説明をい

たします。 

 歳入につきましては、説明資料の32ページ

から記載をしております。 

 それでは、34ページをごらんください。 

 歳入につきましては、上段の諸収入以外に

は収入未済額はございません。 

 諸収入の定時制通信制修学奨励資金貸付金

回収金の収入未済額ですが、これは、定時制

通信制修学奨励資金に係る貸与生が中途退学

し、貸付金返還が発生したもので、一部の貸

与生が滞納したため、123万円が収入未済と

なっております。 

 この未収金につきましては、督促等により

未収金解消に努めているところでございま

す。詳細につきましては、後ほど附属資料で

御説明をさせていただきます。 

 なお、歳入につきましては、不納欠損額は

ございません。 

 次に、一般会計の歳出について御説明をい

たします。 

 説明資料は36ページからになりますので、

36ページをお願いします。 

 教育総務費のうち事務局費の主なものは、

新設高等学校等教育環境整備事業に係る経費

でございます。 

 不用額は、経費節減に伴う執行残でござい

ます。 

 次の教育指導費でございますが、これは、

高等学校英語指導助手費通学支援事業、高等

学校等通学支援事業(熊本地震対応)、高校生

キャリアサポート事業、県立学校いじめ・不

登校等対策事業に係る経費でございます。 

 不用額は、通学支援事業の利用生徒数減等

に伴う執行残やその他事業の人件費等の執行

残でございます。 

 次に、37ページの下段の教育振興費でござ

いますが、これは奨学のための給付金事業や

高等学校産業教育電算機組織整備事業等に係

る経費でございます。 

 不用額は、主に高等学校産業教育電算機組

織整備事業の入札に伴う執行残及び奨学のた

めの給付金事業の給付対象者の減に伴う執行

残でございます。 

 次に、38ページ上段の学校建設費でござい

ますが、これは県立高等学校再編・総合施設

整備事業に係る経費でございます。 

 不用額は、設計、工事の入札に伴う執行残

等でございます。 

 なお、学校建設費の翌年度繰越額の詳細に

つきましては、後ほど附属資料で御説明をさ

せていただきます。 

 下段の災害復旧費の教育災害復旧費でござ

いますが、これは熊本地震で被災した県立高

校の産業教育設備の復旧に係る経費でござい

ます。  

 不用額は、県立高校産業教育設備災害復旧
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費の入札に伴う執行残でございます。 

 次に、39ページの諸支出金の繰出金でござ

いますが、これは県立高等学校実習資金特別

会計の水産高等学校費への繰出金でございま

す。 

 不用額は、水産高等学校の実習船整備の入

札に伴う執行残等でございます。 

 下段の育英資金等貸与特別会計繰出金でご

ざいますが、これは育英資金等貸与特別会計

の育英資金貸付金の被災特例枠への繰出金で

ございます。 

 以上が一般会計に関する説明でございま

す。 

 続いて、説明資料の40ページをお願いいた

します。 

 熊本県立高等学校実習資金特別会計でござ

います。 

 まず、歳入について御説明をいたします。 

 使用料及び手数料、財産収入、繰入金、諸

収入及び繰越金のいずれにも、不納欠損額及

び収入未済額はございません。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 説明資料の42ページをお願いいたします。 

 高等学校費の農業高等学校費は、農業高等

学校における農産物、畜産、食品加工等の実

験、実習及び運営に要した経費でございま

す。 

 不用額は、実習機器や施設の故障に備えた

修繕費用が不用となったことなど、実習に伴

う経費の執行残でございます。 

 水産高等学校費は、水産高等学校における

実習船による操業、水産物の食品加工等の実

験、実習及び運営に要した経費でございま

す。 

 不用額は、水産高等学校の実習船整備の入

札に伴う執行残でございます。 

 続いて、説明資料の43ページをお願いいた

します。 

 熊本県育英資金等貸与特別会計でございま

す。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 国庫支出金、財産収入、繰入金、繰越金に

ついては、不納欠損額及び収入未済額はござ

いません。 

 下段の諸収入についてでございますが、育

英資金等貸付金の償還金でございます。 

 償還元金として、次のページにあります延

滞利息等合わせまして108万6,000円の不納欠

損額と１億3,811万8,000円の収入未済となっ

ております。 

 この未収金対策につきましては、さまざま

な取り組みを実施し、未収金の回収に努めて

いるところでございます。詳細については、

後ほど附属資料で改めて御説明をさせていた

だきます。 

 次に、歳出について御説明をいたします。 

 説明資料の45ページをお願いいたします。 

 育英資金の育英資金等貸付金は、貸与者へ

の貸付金や事務費でございます。 

 不用額を生じた理由は、育英資金貸付金の

新規申請者が見込みよりも少なかったこと及

び退学や辞退により貸与者が見込みよりも少

なくなったことによるものでございます。 

 次に、附属資料について御説明をさせてい

ただきます。 

 附属資料の11ページをお願いいたします。 

 県立高等学校再編・統合施設整備事業でご

ざいますが、これは高等学校を再編、統合す

る際の施設整備に係る経費でございます。 

 繰り越しの理由は、まず南稜高校の食品科

学科実習棟改築工事でございますが、設計を

行うに当たり、最適な規模、構造の検討に時

間を要したため、年度内の執行が困難とな

り、繰り越しをしたものでございます。 

 次に、旧水俣高校教室棟解体工事でござい

ますが、解体工事費用の精査に不測の時間を

要し、委託契約締結が年度末となったため繰

り越したものでございます。 

 続きまして、15ページをお願いいたしま

す。 
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 平成29年度収入未済に関する調べをお願い

いたします。 

 まず、１の平成29年度歳入決算の状況の備

考欄に記載のとおり、定時制通信制修学奨励

資金の返還金でございます。 

 収入未済額は、２の収入未済額の過去３カ

年の推移の右側の計の欄に記載のとおり、平

成29年度末で123万円となっております。内

訳につきましては、３の平成29年度収入未済

額の状況のとおりでございます。 

 未収金の対策としましては、４に記載して

ありますとおり、滞納者に対し、電話、訪問

等による督促を行うとともに、新たな未収金

を発生させないよう、学校を通して返還の必

要について周知を行ってきたところでござい

ます。 

 続いて、16ページをお願いいたします。 

 育英資金の収入未済額でございます。 

 まず、１の平成29年度歳入決算の状況の左

側をごらんください。 

 内訳は、元金、延滞利息及び年度後返納と

なっており、年度後返納とは、退学等により

資格がなくなった後、奨学生から届け出がお

くれたため過払いとなったものでございま

す。 

 次に、収入未済額の過去３カ年の推移の右

側の計の欄をごらんください。 

 平成29年度は、収入未済額が１億3,811万

8,000円となっております。内訳は、３の平

成29年度収入未済額の状況のとおりでござい

ます。合計は、右側のとおり、元金、延滞利

息の滞納が698人、年度後返納が６人で、全

体で704人となっております。 

 続いて、17ページをお願いします。 

 平成29年度の未収金対策の取り組みをまと

めております。 

 当課では、収入未済額の増大が育英資金制

度の存続にかかわる深刻な課題であることか

ら、１の回収業務においては、(1)早期催告

の徹底、(2)滞納者の状況確認及び財産調査

の徹底及び(3)新規返還開始者への周知徹底

により未収金回収に努めています。 

 次に、２の法的措置の取り組みでは、電話

による催告を続けても応じない、おおむね６

カ月以上の長期滞納者に対し、法的措置を行

うこととしており、平成29年度は、67件に対

し、裁判所から返還を命じていただくよう申

し立てを行いました。 

 その後も返還をお願いしていましたが、返

還できない理由の説明もないままに、その後

の自主的な返還に一切応じなかった７件につ

いては、やむを得ず強制執行の申し立てを行

ったところでございます。 

 さらに、３の不納欠損の実施、４の奨学生

の返還意識の醸成にも取り組むとともに、毎

年、九州・山口各県の担当者協議会に職員を

参加させ、各県の未収金発生防止に係る取り

組み事例等について情報交換を行っておりま

す。 

 また、財政課を事務局とした全庁的な組織

であります未収金対策連絡会議に参加し、未

収金対策強化に向けた取り組みを進めている

ところでございます。 

 なお、今年度からは、教育委員会の中の未

収金対策に取り組んでいる関係課で、課題の

共有や取り組み事例の情報交換等を行う場を

設け、未収金回収の専門知識をさらに高める

取り組みも行っているところでございます。 

 次に、18ページをごらんください。 

 育英資金の平成16年度以降の調定額、未収

金額等の推移をまとめた資料でございます。 

 上段の未収金額等の推移表の右端の欄に収

納率を記載しておりますが、これまで申し上

げました取り組みの結果、平成29年度の収納

率は89.6％で、平成28年度の89.9％に次いで

過去２番目に高い収納率となっており、これ

は全国トップクラスでございます。 

 また、資料には記載しておりませんが、現

年度の元金収納率に限りますと、97.3％とい

う高い数字を維持しております。 
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 このように高い収納率は維持しております

が、上段の推移表の中央の欄の未収金額のと

おり、平成29年度の未収金は１億3,811万

8,000円と、前年に比べ1,686万2,000円増加

をしております。 

 この要因としましては、上段の推移表の左

から２つ目の欄の調定額に記載のように、返

還者数の増により、平成29年度の調定額が13

億2,883万円と、前年に比べ１億2,974万

5,000円増加したこと、平成28年４月に発生

した熊本地震の影響を考慮して、平成28年度

中は全県的に控えておりました長期滞納者に

対する一括請求を、平成28年度から再び開始

したことで、調定額も増加し、未収金額も増

加したこと、過年度分の対応については、さ

まざまな取り組みを行ってきましたが、その

結果、勤務先不明者や生活保護受給者等の回

収困難な未納者がほとんどとなり、延滞者が

固定化していることなどを要因として考えて

います。 

 今後とも、引き続き、滞納発生後の速やか

な督促を徹底するとともに、過年度滞納者分

につきましては、延滞の固定化を防ぐため

に、長期未払いの者を対象に繰り返し催告を

行うなど、未収金の解消につなげていきたい

と考えております。 

 次に、24ページをお願いいたします。 

 平成29年度不納欠損に関する調べについて

でございます。 

 育英資金の不納欠損でございます。 

 平成29年度は、右側の備考欄のとおり、２

件の不納欠損を行っております。 

 不納欠損の理由は、記載のとおり、２件と

も、奨学生が、県の債権について破産免責決

定を受け、連帯保証人も、県の債権につきま

して破産免責決定を受けるかまたは死亡した

ことで、弁済責任のある者がいなくなったこ

とが理由でございます。 

 高校教育課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○髙本義務教育課長 義務教育課長の髙本で

ございます。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 説明資料の46ページをお願いいたします。 

 国庫支出金につきましては、不納欠損額及

び収入未済額はございません。 

 主なものとしましては、国庫補助金のスク

ールカウンセラー等配置事業費補助や被災児

童生徒就学支援等事業費補助でございます。 

 被災児童生徒就学支援等事業費補助は、熊

本地震により被災し、経済的理由により修学

困難となった児童生徒に対して、必要な修学

援助を行った市町村に補助金を交付するもの

でございます。 

 次に、説明資料の47ページをお願いいたし

ます。 

 諸収入の雑入でございますが、不納欠損額

はございませんが、収入未済額329万3,000円

を計上しております。これは、スクールカウ

ンセラー報酬等返還金に係るものです。これ

については、後ほど附属資料において詳しく

御説明いたします。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 説明資料の48ページをお願いいたします。 

 教育総務費の教育指導費の主なものとしま

しては、熊本地震被災児童生徒就学支援事業

やいじめ、不登校の積極的予防と解消を図る

ため、学校における教育相談体制の充実及び

校内研修等の支援を行う外部専門家による学

校支援充実事業でございます。 

 不用額については、主に熊本地震被災児童

生徒就学支援事業において、市町村が支援学

校を当初多目に見込んでいましたが、結果と

して下回ったことに伴う補助金の執行残等で

ございます。 

 次に、附属資料について御説明いたしま

す。 

 19ページの平成29年度収入未済に関する調

べをお願いいたします。 
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 ２の収入未済額の過去３カ年の推移の表を

ごらんください。 

 左側の欄に記載のとおり、収入未済額は、

スクールカウンセラー報酬等返還金に係る分

でございます。右側の計の欄に記載のとお

り、平成29年度の収入未済額は329万3,000円

です。 

 ３の平成29年度収入未済額の状況のとお

り、現在、分割による納付を行っているとこ

ろです。 

 次に、４の平成29年度の未収金対策をごら

んください。 

 上段の経緯に記載のとおり、本件は、県が

平成12年に任用しましたスクールカウンセラ

ー１名が、資格要件を満たしていなかったこ

とが後日判明したため、任用当時にさかのぼ

って支払った報酬等の返還を求めているもの

でございます。 

 平成16年12月に返還が確定し、一時期は継

続的に返還が行われておりましたが、当人が

体調不良等により安定した仕事に就労できな

くなったことなどから、返還額が少額にとど

まったり、断続的に滞納が続くなどして返還

が長期化しているところです。 

 下段の平成29年度の取り組みに記載のとお

り、平成29年度に入っても滞納が続いたこと

から、改めて当人を呼んで面談をしたとこ

ろ、健康状態がよくないため思うように仕事

につけていない状況にあるとの説明を受けま

した。ただ、当人としては、可能な範囲で返

還を行いたいとの意思があったことから、平

成29年12月に、毎月の返還額を切り下げたい

という申し出を認め、年度内に１万円の返還

を受けたところです。 

 今後も、引き続き、電話や面談を行うなど

して、本人の就労状況等を確認しながら未収

金の回収に努めてまいります。 

 義務教育課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○藤田特別支援教育課長 特別支援教育課長

の藤田でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 説明資料の49ページをお願いいたします。 

 国庫支出金及び諸収入のいずれも、不納欠

損額及び収入未済額はございません。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。 

 説明資料の52ページをお願いいたします。 

 まず、教育指導費でございますが、主なも

のとしては、特別支援学校において、医療的

ケアが必要な児童生徒に看護師を配置するほ

ほえみスクールライフ支援事業や発達障害の

ある児童生徒を総合的に支援する発達障がい

等支援事業等に要した経費でございます。 

 不用額は、発達障がい等支援事業における

高等学校支援員の人件費減等による執行残

や、コミュニティ・スクール推進事業におけ

る委員の旅費や人件費削減による執行残でご

ざいます。 

 次に、53ページをごらんください。 

 特別支援学校費でございますが、特別支援

学校分教室等の管理、運営の経費である県立

特別支援学校管理運営費や特別支援学校の施

設整備、工事等のための特別支援教育環境整

備事業に係る経費でございます。 

 不用額は、県立特別支援学校管理運営費の

経費節減による執行残でございます。 

 続きまして、附属資料で御説明をいたしま

す。 

 12ページでございます。 

 平成29年度繰越事業調べをお願いします。 

 先ほど御説明しました特別支援教育環境整

備事業でございますが、繰り越しの理由は、

工事箇所である東部支援学校、現在の熊本は

ばたき高等支援学校の新築工事に係る入札が

不調、不落となり、年度内執行が困難となっ

たため繰り越したものでございます。 

 特別支援教育課は以上でございます。御審
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議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○德永人権同和教育課長 人権同和教育課長

の德永でございます。よろしくお願いしま

す。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 説明資料の54ページをお願いいたします。 

 国庫支出金につきましては、不納欠損額及

び収入未済額はございません。 

 諸収入につきましては、地域改善対策高等

学校等奨学資金貸付金回収金でございまし

て、現年度分、過年度分、年度後返納分を合

わせて3,817万9,000円が収入未済となってお

ります。 

 この未収金対策につきましては、催告とあ

わせて分割納付を指導するなど、関係市町村

と連携して未収金の回収に努めているところ

でございます。詳細につきましては、後ほど

附属資料で説明をさせていただきます。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 説明資料の55ページをお願いいたします。 

 教育総務費の教育指導費につきましては、

人権教育を推進するための経費及び各種人権

教育研修事業等に係る経費でございます。 

 次に、高等学校費の教育振興費につきまし

ては、高等学校等進学奨励事業に係る経費で

ございます。 

 次に、社会教育費の社会教育総務費でござ

いますが、これは人権教育関係補助事業等に

係る経費でございます。 

 次に、附属資料について御説明をいたしま

す。 

 20ページの平成29年度収入未済に関する調

べ、こちらのほうをよろしくお願いします。 

 １の平成29年度歳入決算の状況は、備考欄

に記載のとおり、地域改善対策高等学校等奨

学資金貸付金回収金でございます。これは、

現在、新たな貸し付けは行っておりません

が、平成17年度までに貸し付けた高等学校、

大学等の奨学資金の償還金でございます。 

 ２の収入未済額の過去３カ年の推移は、下

段の合計欄のとおり、収入未済額は年々減少

をしております。 

 21ページをお願いします。 

 ３の平成29年度収入未済額の状況の右側合

計欄をごらんください。 

 奨学資金の未納者は、上段の奨学資金貸付

金回収金分と下段の年度後返納分を合わせま

すと175人であり、その内訳は表のとおりで

ございます。 

 なお、その他につきましては、現在、奨学

生本人の状況を確認し、今後、分割納付等に

つなげていくものなどでございます。 

 ４の平成29年度の未収金対策につきまして

は、１の実施した取り組み内容の現年度分に

記載のとおり、滞納発生後は、未納者に対し

て年間を通じて電話や文書による催告を実施

し、関係市町村担当者に対して返還事務説明

会を実施しております。 

 また、過年度分の１行目に記載のとおり、

未収金特別対策としまして、関係市町村の担

当者と一緒に未納者の自宅を訪問して、未納

者の生活状況等をしっかり把握した上で、状

況に応じた返還指導を行っております。県外

在住者につきましても、個別訪問による直接

交渉を行っているところです。 

 ２の取り組みの成果につきましては、３段

目に記載のとおり、収入未済額は3,817万

9,000円となり、前年度末の4,137万8,000円

から319万9,000円の減となっております。 

 人権同和教育課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いします。 

 

○西村体育保健課長 体育保健課長の西村で

ございます。 

 まず、教育委員会の定期監査における指摘

事項につきまして、体育保健課に指摘がござ

いましたことにつきまして、初めに御説明い

たします。 

 配付資料３ページの監査結果指摘事項(2)
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をお願いいたします。 

 指摘事項としましては、「補助金の収入手

続において、国への補助金請求書の提出及び

官庁会計システムによる申請を失念し、収入

未済が生じている。補助金の収入手続におい

ては、事務手続の漏れが生じないよう、組織

的なチェックを徹底するなど、再発防止策を

講じること。」でございます。 

 次に、事案の概要について御説明いたしま

す。 

 本件事案につきましては、要保護児童生徒

援助費補助金である中耳炎などの特定疾病に

対する医療費と、全国中学校体育大会の運営

に係る旅費や消耗品などを支出しておりまし

たが、その一部の財源となる国庫補助金につ

いて、国への請求漏れにより収入未済が生じ

たものでございます。 

 これは、２件の補助金ともに、近年実績が

なかったことによる事務手続の誤認及び組織

的なチェック体制の不足により、補助金の請

求期限である４月末日までに請求書の提出及

び官庁会計システムの入力ができていなかっ

たことによるものでございます。大変申しわ

けございませんでした。 

 続きまして、対応状況について御説明いた

します。 

 入力期限後の５月１日に未収金が判明いた

しましたため、直ちに私のほうで文部科学省

とスポーツ庁へ直接出向き、補助金の支出に

ついて検討いただくようお願いをいたしまし

た。しかしながら、国からは、４月末の請求

期限後の処理は不可能であるとの回答がござ

いました。 

 当該未収金につきましては、今後も引き続

き、国に対し、補助金の支出を要請してまい

りたいと思います。 

 再発防止策につきましては、事務処理に関

する研修を実施し、処理の手順、必要書類等

の確認を行いますとともに、事業の進捗管理

を行うチェックシートを作成し、組織的なチ

ェック体制の強化を図っております。 

 今後、同様の事態が二度と起こらないよ

う、適切な事務処理に努めてまいります。 

 以上が監査の指摘事項に係る説明でござい

ます。 

 次に、歳入について御説明いたします。 

 説明資料56ページをお願いいたします。 

 まず、使用料及び手数料でございますが、

主なものとしましては、体育施設の行政財産

の目的外使用等に係る使用料でございます。 

 次に、57ページから59ページの国庫支出金

でございますが、主なものとしましては、公

立社会体育施設の災害復旧や文部科学省の委

託事業に係る歳入でございます。 

 次に、59ページの諸収入でございますが、

主なものとしましては、60ページ下から２段

目の雑入に記載しております日本スポーツ振

興センター事業の災害共済給付金及び掛金で

ございます。日本スポーツ振興センターから

の災害共済給付金の支払いが見込みよりも少

なかったことから、予算現額に対して収入済

み額が少なくなったものでございます。 

 歳入につきましては以上でございます。 

 未収金につきましては、後ほど附属資料で

御説明させていただきます。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 61ページをお願いいたします。 

 まず、保健体育総務費でございますが、主

なものとしましては、日本スポーツ振興セン

ター事業や県立学校における健康診断、防災

教育推進事業などに係る経費でございます。 

 不用額につきましては、日本スポーツ振興

センター事業の災害共済給付金の執行残など

でございます。これは、さきに述べましたと

おり、災害共済給付金の支払いが見込みより

も少なかったことによるものでございます。 

 次に、体育振興費でございますが、主なも

のとしましては、優秀競技者・指導者育成支

援事業やオリンピック選手育成事業、国民体

育大会などに係る経費でございます。 
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 不用額につきましては、国民体育大会及び

九州地区国民体育大会において、選手の派遣

に伴う旅費や宿泊費等が予定よりも少なかっ

たことなどによるものでございます。 

 次に、62ページ上段の体育施設費でござい

ますが、主なものとしましては、県民総合運

動公園等の県営体育施設の管理運営費、施設

整備費などに係る経費でございます。 

 不用額につきましては、施設の災害復旧を

優先した結果、通常の補修費用が抑制された

ため発生したものでございます。 

 次に、教育施設災害復旧費でございます

が、これは熊本地震により被災した県営体育

施設の災害復旧費でございます。 

 不用額につきましては、入札に伴う執行残

などでございます。 

 次に、附属資料について御説明いたしま

す。 

 資料の13ページをお願いいたします。 

 繰越事業調べでございます。 

 県営体育施設災害復旧事業につきまして、

県立総合体育館と熊本県総合射撃場の災害復

旧に係る経費を繰り越したものでございま

す。 

 繰越理由としましては、熊本地震の影響に

より施工業者における人員確保が困難とな

り、設計の施工に不測の日数を要したため繰

り越したものでございます。 

 続きまして、22ページをお願いいたしま

す。 

 平成29年度収入未済に関する調べでござい

ます。 

 収入未済額につきましては、先ほど述べま

したとおり、要保護児童生徒援助費補助金の

6,000円及び全国中学校体育大会運営事業補

助金220万円でございます。 

 続きまして、23ページをお願いいたしま

す。 

 未収金対策につきまして記載しております

けれども、冒頭で御説明いたしましたので、

ここでは省略させていただきます。 

 体育保健課分は以上でございます。御審議

のほどよろしくお願いいたします。 

 

○小早川宗弘委員長 以上で教育委員会の説

明が終わりました。 

 それでは、質疑を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○岩下栄一委員 文化財レスキュー事業です

けれども、これはどこに出てきておりますか

ね。 

 

○小早川宗弘委員長 何ページでしょうか。 

 

○岩下栄一委員 項目に出てないから。 

 

○岡村文化課長 文化財レスキュー事業につ

いては、歳出予算で言うと、25ページの文化

費、資料の概要には文化財レスキュー事業の

ちょっと項目は出しておりませんけれども、

その他の事業経費２億263万円のうち、昨年

度について言うと、レスキュー事業としては

125万程度歳出しております。 

 

○岩下栄一委員 これは、もともと国の事業

ですか。 

 

○岡村文化課長 平成29年度からは県が主体

となって、文化庁の協力を得てやっておりま

す。 

 

○岩下栄一委員 要するに、未指定文化財と

か、個人所有の文化財なんかが対象でしょ

う。そうでもない。 

 

○岡村文化課長 民間所有の文化財の未指定

文化財が対象となります。 

 

○岩下栄一委員 何件ぐらいあるんですか。
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膨大な数でしょう。 

 

○岡村文化課長 文化財レスキュー事業でレ

スキューした件数としては、45件ということ

になります。これは、個人の住宅から文化財

を救出したり、蔵におさめられているものか

ら救出したりということになります。 

 

○岩下栄一委員 自分ちはお金がないからど

うもならぬという声を随分聞いたんですよ。

だから、文化財はレスキューできないと。 

 

○岡村文化課長 文化財レスキュー事業につ

いては、確かに、びょうぶだったり、甲冑と

か、結構修復費用に多額の経費がかかるとい

うことになりますけれども、先ほど申し上げ

た寄附金をもとにした補助制度をつくりまし

て、市町村指定の文化財になり得るようなも

のであれば、修復費用の３分の２、未指定で

も３分の２の補助制度を用意しています。対

応しようとしております。 

 

○岩下栄一委員 文化財は、御先祖様からの

贈り物だから、大事にしたいものですね。よ

ろしくお願いします。 

 

○岡村文化課長 今回の地震をきっかけに、

個人所有者の方も、御自宅の中にそういう貴

重な文化財があったということに初めて、先

祖代々受け継がれてきておるんですけれど

も、代がかわると、なかなか内容も詳しくは

御存じない方とかもいらっしゃって、そうい

う意味では、新たに価値のある文化財を発見

するようなきっかけにもなったと思っており

ますので、県としましても、しっかり対応し

て、後世に引き継いでいけるようにしていき

たいと思っております。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかにございません

か。 

 

○緒方勇二委員 文化課にお尋ねしますけれ

ども、美術館関係ですね。 

 長寿命化とか、今回の災害で復旧費もある

んですけれども、装飾古墳館ですよね。これ

はどこにもないんですけれども、これは被害

はなかった。あるいは、私たちが見るに、将

来大変貴重な文化財――建物そのものはです

よ。になる可能性があるんだろうなと思いま

すけれども、そういうものは、早く手当てを

して、やはり費用がかからないうちからきち

んと維持管理しておくことが大事だと思いま

すけれども、そういう項目、視点での何かあ

るんですかね、こういうものは。 

 

○岡村文化課長 装飾古墳館や美術館につい

ては、確かに建築の、例えば、美術館本館に

ついては昭和51年の建築年だったり、装飾古

墳館については平成４年の建築ということ

で、大体法定の耐用年数としては50年という

ことになるんですけれども、計画的に、数

年、５カ年計画などで改修を順次行って、長

寿命化ということの改修工事は行ってきてお

ります。 

 例えば、装飾古墳館について言いますと、

今のところ、その長寿命化事業実施後では、

プラス10年延長になって60年使えるようにと

いうことで。 

 

○緒方勇二委員 災害はなかったんですか。 

 

○岡村文化課長 昨年度の工事内容で申し上

げますと、壁に雨漏りがしていたり、天井か

ら水が浸透したりするような部分がございま

したので、そちらの改修工事という形で行っ

ております。 

 

○緒方勇二委員 耐用年数が10年延びたとい

うことで、そういう軽微な雨漏りとかそんな

ものだと。しかし、今からが劣化が早く進む
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んだろうと思うんですね、建物の特質上。や

はり長寿命化をもっとしっかりやっとくべき

だと思います。 

 それから、続いてもう１件よかですか。 

 同様に、藤崎台球場も、やはり長寿命化し

ているんですかね、これは。 

 

○西村体育保健課長 体育保健課でございま

す。 

 藤崎台球場については、災害復旧事業のほ

うを主に今までやってきておりまして、まだ

長寿命化計画等は策定しておりませんので、

まずはそちらの設計等を行いながら、長寿命

化等をまた検討することになります。 

 

○緒方勇二委員 熊本城の全体の圏域の熊本

振興、いろいろ考えてやっておられるんです

が、要は藤崎台球場とか、いろいろ上がって

くるかもしれませんけれども、その耐用年数

っていつぐらいまであるんですか。建てかえ

時期とかあるんですか。何か計画がそもそも

あるんですかね。 

 

○西村体育保健課長 体育保健課でございま

す。 

 今、学校施設等、ＲＣ構造等でいきます

と、長寿命化の中では90年というような目標

値があるかと思いますけれども、今現在、昭

和35年に藤崎台球場自体はできておりますの

で、58年目を今迎えているところでございま

す。 

 次年度等、十分長寿命化を図る上での設計

等を見ながら、今後また計画を進めていきた

いと考えているところでございます。 

 

○緒方勇二委員 長寿命化で延びていく、い

ろんな災害復旧で維持管理の部分もいろいろ

決算で上がってくるわけですけれども、こと

し、瓦の組合からも要望を教育委員会にさせ

てもらいましたけれども、いろんな試算状況

で、施設が、ＲＣっておっしゃいましたけれ

ども、すごくメンテナンスコストが高いんで

すよね。 

 やはり今後は、大きく木造とか瓦とか、何

かそういうことをしていただく時代にもう来

ているんだろうというふうに思うんですけれ

ども、何かそういうお考え方はあるのかどう

か、そもそもですね。決算のたびにこういう

ふうに出るんですけれども、それはそれで了

としますけれども、今後の方向として、何か

そういう考え方があるのかなと思って。 

 

○西村体育保健課 体育保健課でございま

す。 

 長寿命化計画等につきましては、計画策定

を平成32年度までに行うこととなっておりま

す。そういったことで、まずはどういった状

況でやるか、構造物等をしっかりと検査をし

ながら策定をし、当然、そこで軀体等がなか

なか厳しいという、要するに費用対効果等も

しっかり算定しながら、今後、検討を進めて

まいりたいと考えております。 

 

○緒方勇二委員 学校建築もですかね。 

 

○猿渡施設課長 施設課でございます。 

 学校施設に係る長寿命化、総合施設管理計

画の中の学校施設の個別施設計画とも呼んで

おりますけれども、そちらについては、今年

度、こういった計画の策定にたけているコン

サルタント会社に委託をして、ともに、今、

全ての棚卸しといいますか、全ての学校施設

の、耐用年数だけではなくて、健全度だと

か、これまでどんな改修をしてきたのかと

か、今どんな状態にあるのかというのを、全

て洗い出している最中でございます。 

 来年度末ごろを目指しているんですけれど

も、個別施設計画の具体的な形、どういった

順番で、どういった手当てをしていくか、そ

ういったものをこの計画の中で明らかにして
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いきたいと考えているところでございます。 

 

○緒方勇二委員 ぜひ、例えば、木造建築も

旗振っているわけですよね。それから、屋根

材についても随分議論のあるところです。今

後、やはりきちんきちんとメンテしていく

と、相当期間にわたってコストが、パフォー

マンスがよくなるというような試算等々もい

っぱい出ていますので、そういう策定にたけ

ておられるコンサルと一緒にやられるのであ

れば、個別に、やはり向かうところもしっか

りと――こういうあり方でどんどん費用がか

さむようなやり方は健全ではないと思います

ので、ぜひその点よろしくお願いいたしま

す。 

 

○溝口幸治委員 済みません、ちょっと確認

させてください。 

 さっき藤崎台球場の話が出て、藤崎台球場

も、長寿命化やって、計画立ててという話が

ありましたけれども、一方で、本会議でも議

論があっているように、新しい球場をという

ことで署名も出て、あり方を熊本市と検討し

ていくという話があっているので、今の課長

の答弁だけでいくと、もう長寿命化して残し

ていくということになるので、ちょっとそこ

は課長の答弁と今本会議でやりとりをしてい

る、新しい球場をつくってほしいという署名

も集まっているというのを、ちゃんとまとめ

て答弁しておかないと、今の話だけでいく

と、そのまま残していくという話になるとち

ょっと。それが表に出ていくとおかしくなる

のではないかと思いますが、ちょっと整理を

してください。 

 

○山本教育理事 教育理事の山本でございま

す。 

 今熊本市と一緒になりまして、野球場、武

道館のあり方検討を進めておりますので、そ

の方向も見据えた上で、その長寿命化の議論

であったり、あるいはまた別の議論であった

り、しっかりと検討していきたいと思ってお

りますので、よろしくお願い申し上げます。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかに。 

 

○西聖一委員 天草拓心高校の熊本丸が廃船

になるみたいですけれども、これは何か払い

下げとかということは考えていらっしゃいま

すか。 

 

○猿渡施設課長 現行の熊本丸につきまして

は、新熊本丸が12月に引き渡しの予定でござ

います。ですので、実は、先日、入札公告、

それから、もう開札まで終わっております。

ですので、近々、落札されましたので、結果

的には売却処分ということで収入が上がるこ

とになっております。 

 

○西聖一委員 了解しました。 

 

○井手順雄委員 体育保健課の指摘に対し

て、まあ事務手続がおくれて未処理になった

と、そして、国に対して要望したところ、不

可能というような回答があったと。これは引

き続き物申していくということでありますけ

れども、だめだったらだめじゃないんです

か、これは。状況はどぎゃんでしょうか。 

 

○西村体育保健課長 体育保健課でございま

す。 

 この未収金につきましては、国のほうに請

求は引き続き行っていくというような形で先

ほどもお答えしたところでございますけれど

も、過年度支出という制度等がございまし

て、当該年の予算の中から余剰金が出た場合

に、国が認めれば支出することができるとい

う制度がございます。そういった制度等がご

ざいますので、引き続き請求のほうを行って

いきたいということでございます。 
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○井手順雄委員 私は、多分できないと思い

ます。そうした場合、この別冊資料みたい

に、未済額という表をつくっとったら、いつ

まっでん残っていくと思うとたいな。こぎゃ

んとは、もう不納欠損でやめりゃよかった

い、こういう図をつくらずに。そぎゃんして

いかんと、どんどんついていきます、こうい

うやつは。延々とこれは何年も続いていくな

らば、何年も載せないかぬごてなってくるで

しょう。そういったこともちょっと考えたほ

うがいいのかなとは思いますね。 

 ところで、これを見ますと、いいですか、

関連で。 

ほとんどこの未済というのが、まだ回収で

きていないというのがほとんどの課であると

いうふうに思っておりますが、この教育委員

会で全部合わせたら幾らぐらいになるんです

か、未済額は。わからないならいいです。相

当な未済額が出ていますけれども、その辺を

やっぱり表に出して、個々に言わないで、教

育委員会全てのところの数字というのも出す

べきと思いますよ。 

 

○山本教育理事 教育理事山本でございま

す。 

 冒頭、教育長のほうで説明しておりますけ

れども、収入未済額は、トータルで１億

8,340万3,000円でございます。よろしくお願

い申し上げます。 

 

○井手順雄委員 そんなもんですかね。まだ

あるごて見ゆるばってんな。わかりました。 

 それと、ちょっと関係ない質問なんです

が、この議案には。 

今小学生のランドセルが重いという中で、

国のほうから何か通知が来たというような話

を聞きましたけれども、具体的にはどういっ

た通知が来て、どのような対応をしていらっ

しゃるのか、ちょっと聞きたいんですけれど

も。 

 

○髙本義務教育課長 義務教育課でございま

す。 

 ランドセルにつきましては、非常に最近重

くなっているということで、子供たちが非常

に負担になっているんじゃないかということ

で、文科省のほうからは通知が参りました。 

 具体的には、学校の対応が、本当細かく例

を出してありました。例えば、夏休みに入る

ときに、鉢を、子供たち、アサガオなり育て

ていますけれども、そういったものも保護者

の方がとりに来るというのも一つの方法です

とか、あるいは習字道具も、使った筆は持っ

て帰るけれども、習字道具は置いててもいい

んじゃないですかというような具体的な例を

載せたところの通知文が来まして、それぞれ

で学校で適切に対応してくださいというよう

な通知文です。それを、義務教育課としても

各学校におろしました。 

 本県の場合は、これまでも、それぞれの―

―小学校でいきますと、習字道具とかあるい

は絵の具でありますとかあるいは資料集と

か、そういった家庭学習に使わないもの、そ

ういったものは担任の先生の考えでといいま

すか、そういったことで、もう以前から置い

て帰るというようなことは普通に行われてお

ります。 

 中学校のほうでは、基本的には持って帰る

ように指示しているところが多いです。これ

は、家庭学習でありますとか、置いていたら

なくなるというようなこともありまして、基

本的には持って帰るという指導をされていま

す。ただ、生徒会の委員会の中で、これとこ

れとこれは置いててもいいというようなルー

ルを決めている学校もあります。 

 ですから、本県としましては、これまでと

さほど学校の対応は変わらないというような

状況です。 
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○井手順雄委員 私も、まだ子供が小さく

て、小学生がおりますけれども、ＰＴＡ関係

の方々ともお話しする中で、やっぱりそうい

ったことというか、重いときは４キロぐらい

あるんです、３キロ500ぐらい。そして、う

ち辺なんかは、遠いけんですね、学校まで。

４キロぐらい歩いていくと。やっぱり１時間

ちょいとかかると。そういう中で、３キロも

４キロも抱えて帰るなら重かけん、学校に置

いときなっせと言うたら、先生が持って帰れ

と。なら、文科省からこういった指導が来て

いるということであれば、何でそういうこと

ができないのかというようなことで、今ＰＴ

Ａで、あらかたの基準を決めてくださいと。

学校学校のスタンスにお任せしますじゃなく

て、やっぱり教育委員会があらかたどやんか

せんですかという指示をしていただければ―

―３年生、２年生でも違うんですよ。２年生

は、全部置いとっていいって、宿題の関係が

ある本だけ持って帰りなさいと、関係ないや

つは置いて帰っていいよと。３年生は、全部

持って帰りなさいよと。先生、先生で違うん

ですよ。 

 やっぱりそこは、あらかた何か共通な認識

を持って、このくらいはやりましょうよと

か、そういった指導はできないんですか。 

 

○髙本義務教育課長 義務教育課です。 

 先ほど申し上げましたけれども、これまで

もそれぞれの学校で適切に対応しているとい

うふうに認識しておりますけれども、通学の

距離ですね、学校までの距離とかいうのも地

域によっても違いますし、それぞれの学校の

実態に応じたところで対応されているという

ふうに思っております。 

 

○井手順雄委員 置いて帰りなさいって言う

て。 

 以上です。 

 

○小早川宗弘委員長 要望でいいですか。 

 

○井手順雄委員 はい。 

 

○小早川宗弘委員長 そのほかに。 

 

○鎌田聡委員 19ページ、附属資料のほう

の。 

スクールカウンセラーの報酬等の返還金で

すね。 

 これは、たしかスクールカウンセラーの資

格がない方に委託しとったやつの返還じゃな

いかなと思うんですけれども、３番に、未済

の状況で、分割納付中としてありますが、昨

年、１万円の返還を受けて、毎月の返還額を

切り下げるということで本人の申し出を認め

たとありますけれども、その後どうなんです

か。今年度は幾らか入ってきているんです

か。 

 

○髙本義務教育課長 義務教育課でございま

す。 

 今、月5,000円ということで、昨年度は、

その２回の１万円の返還がありました。 

 御本人が、先ほどもちょっと説明申し上げ

ましたけれども、健康状態が余りよくないと

いうことで、アルバイト先でも、何といいま

すか、目まいがして倒れて搬送されるという

ようなこともあっているようです。体調がす

ぐれないということもありますけれども、今

年度、10月までに６回返還がありまして、３

万円返還がされております。 

 

○鎌田聡委員 じゃあ、そういう額でこれは

ずっと返還を求めていくということでいいん

ですか。 

 

○髙本義務教育課長 今のところは、御本人

に可能な限り返していきたいという御意思が

強いというところもありますので、少額では
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ありますけれども、その方向で対応していた

だいております。 

 

○鎌田聡委員 かなり道のりは長いと思いま

す、329万ですかね。今幾らになっている

か、ちょっと少なくなっていますでしょうけ

れども、これが滞らないようにやっぱり返還

を求めていかないといけないと思いますし、

一方では、育英資金あたりは、もう６カ月と

まったらすぐ法的措置されるわけですから、

これは少し何かちょっと寛大だなと、その辺

と比べるとですね、そういうふうに思いまし

たので。今がそのようにきちっと返ってきて

いるなら、それを見守っていくということで

いいと思いますけれども、ただ、毎年毎年、

これも多分ずっとその額でいくと残ってくる

話だと思いますので、まあ健康状態が回復し

て、しっかりとお勤めができるようになった

ら、もう少しまた額を上げてもらうとかです

ね。そういったこともぜひやっていただきた

いと思いますけれども、そういうことでいい

んですかね。額、固定したわけじゃないんで

しょう。 

 

○髙本義務教育課長 将来的には、体調がま

た回復されたりとかしてきますと、その辺も

検討は必要かなというふうには思っていま

す。 

 

○鎌田聡委員 わかりました。よろしくお願

いします。 

 

○緒方勇二委員 18ページのこの未収金のこ

とでお尋ねしますけれども、滞納者数が704

人、あと人権同和のほうもあったので、それ

を合わせて１億8,000万ですよね。 

 そもそも、この未収金対策の、前ページの

ほうでいきますと、生活実態の調査とかです

ね、小学校、中学校時代で、この育英資金を

滞納する方、ほぼ１割ぐらい、こういう人っ

て、給食費の滞納もしてきたような人です

か。何かそういう把握をされていますか。そ

れから、高校におって、例えば、部費の納入

が滞っているような、そういう方たちです

か。そういう調査はされていますか。 

 

○那須高校教育課長 高校教育課でございま

す。 

 育英資金の高校生分につきましては、申請

を上げていただく場合には、そういうふうな

調査をこちらのほうではとっておりません。 

 

○緒方勇二委員 私も部活動の保護者会長を

しましたけれども、部活動の部費でもそうい

うことはいっぱいあるわけですね。で、保護

者会の会長は何が仕事かというと、未収金対

策ですよ。私は保護者会長をしていましたの

で、どういうことをしたかというと、同じよ

うな対策と似たようなところもあります。し

かし、片方で、バスの運転をしてあげるとか

ですね、私が。そのときの当然謝金があるわ

けですけれども、それを入れたりとかしてい

たんです。だけど、最終的には、前年の未収

金がそのまま来て、前々年も来るものですか

ら、部の運営ができないんですよね。結果、

どういうことをしたかというと、最後は朝が

け夜がけですよ、３月卒業までには入れてく

れと。子供が部活動するについては、そん

な、部活動をさせないわけにはいかぬからで

すね。結果的には、一括でもらうとか、そう

いうことをしてきました。 

 給食費のことでお尋ねしたのは、昔、地区

委員がおられて、給食費を徴収していました

よね。あのときのほうが、徴収率、物すごく

よかったですよね。今回の対策で、ちょっと

ああいうふうな――私、教育委員会がやられ

た措置が正解だと思っていますけれどもね。

本当に、熊本の心を実践されているんだろう

と思うぐらいの高収納率だと思います。だけ

ど、そこの１割が、給食費の滞納であった
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り、部費の滞納であったり、そういうことを

しやすい家庭環境なのかなというふうに思わ

せていただくので、ぜひそういうところも、

小学校、中学校のときからの家庭のこともわ

かるはずですから、そういうことも未収金対

策の中にぜひ入れ込まれたほうがいいのでは

ないかなというふうに思いますが、まあ答え

は結構ですけれども、そういうふうに思いま

す。 

 

○那須高校教育課長 ありがとうございま

す。 

 

○小早川宗弘委員長 緒方委員、それでいい

ですね。よろしいですか。 

 

○緒方勇二委員 はい。 

 

○髙野洋介副委員長 監査結果指摘事項の１

の①なんですけれども、これは、被災地域の

教育向上プロジェクトの業務委託において、

契約手続を行わないまま業務を委託したとい

うことは、口頭でやっていいですよという形

で進めていったんでしょうか。 

 

○井芹社会教育課長 社会教育課でございま

す。 

 はい、口頭で進めて、それまでも、実はこ

れは委託――それまでは補助事業だったもの

ですから、市町村やっていたんですけれど

も、それをちょっとこれに関して、ちょっと

委託事業に変えたものですから、以前からや

っていたものですから、そのままやっていい

ですよと言ってしまったということでござい

ます。 

 以上です。 

 

○髙野洋介副委員長 ということは、口頭で

やっていいですよと言った後に、そこの市町

村の窓口に振り込まれているんですよね、お

金のほうは。委託ということは、お金も発生

していますよね。ということは、そのチェッ

ク体制自体が、上までチェック体制が整って

なかったという認識でいいんでしょうか。 

 

○井芹社会教育課長 社会教育課でございま

す。 

 はい、そうです。チェック体制ができてい

ませんでした。 

 

○野尾教育総務局長 お金は、これは口頭で

事業を進めていかれて、精算で請求していた

だいたときに振り込むような仕組みに多分な

っていると思いますので、お金の振り込みは

多分できないと思います。負担行為がないと

支出命令ができないのと一緒で、そこはお金

は振り込んでおりませんので、これは口頭で

独断でやっていいですよと言ったのを、後か

ら12月に上司が気づいて、これじゃいかぬよ

ということで、契約をちゃんとし直して正規

のルートに乗せたという認識で、よろしくお

願いしたいと思います。 

 

○髙野洋介副委員長 よくわかりました。 

 ただ、これは対応状況を見ると、12月19日

に、４月５日にさかのぼった形で契約を締結

したということなんですけれども、これって

国というのは認めるんですか、これで。 

 

○井芹社会教育課長 社会教育課でございま

す。 

 最終的には、精算のときですので、年明け

たときに、最後きちんとできていればいいと

いうことでございますので、さかのぼって契

約締結したこと自体は認めているというか、

今度から注意してくださいということになる

かと思います。 

 

○髙野洋介副委員長 わかりました。 

 これって民間では絶対あり得ないことです
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よね。口頭でいいですよと言うて、そこで仕

事が進んどって、事後的にまた契約をし直す

ということは民間ではあり得ないわけで、そ

こはきちんと、行政として信頼関係を保つた

めには、そういう手続は一つ一つきちんとシ

ビアに踏んでいかないと、これは民間と行政

の中でそういうことがあったときに、皆様方

は、多分民間に対しては、物すごく罰則をつ

けたりとか、厳しく指摘したりすると思うん

ですよ。 

 ですから、自分たちが監督する立場になっ

たときに、しっかり自分たちもちゃんと襟を

正して、しかるべきことをし合っとかない

と、やっぱりそこは示しがつかないと思いま

すので、しっかり今後、部全体、また、知事

部局も含めて、そういうチェック体制はやっ

ていただきますようによろしくお願いいたし

ます。 

 以上です。 

 

○宮尾教育長 監査指摘事項にございました

社会教育課の契約等の遅滞、それから体育保

健課の補助金の収入未済につきましては、改

めておわびを申し上げます。本当に申しわけ

ございません。 

 こうした経理の事務処理ミスというのは、

再発防止を徹底するために、先ほども説明い

たしましたけれども、既に教育庁全体で各事

業の進捗状況を確認するためのチェックシー

トというのを導入して、複数の目で見るよう

な形でさらに改めました。 

 それから、会計課職員を講師としてお願い

いたしまして、教育庁全体、私どもも含め

て、全職員が研修を受けたというところでご

ざいます。 

 それから、事務懈怠でございます社会教育

課につきましては、これは本当にあり得ない

ことだというふうに認識しております。 

 やはりいろんなメンタル面も含めて、職員

の状況をきちんと把握することは当然組織と

して必要なことでございまして、日ごろから

やっぱり相談しやすい雰囲気だったり、言い

たいことが言える職場づくりというのは、多

分どこの職場でも必要な部分でございますの

で、そのように努めてきていたつもりでござ

いますが、さらにそこは徹底して、今後、教

育庁全体として、二度とこういうことが起こ

らないように改めていきたいと思います。申

しわけございません。今後ともよろしくお願

いいたします。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかに。  

 

○髙木健次委員 これに対応状況で、今後も

引き続き国に対して補助金の支出を要請して

いくとありますよね。これは、やっても無理

なんじゃないですか。これはその場しのぎみ

たいな、何か書いてあるけれども、無理じゃ

ないですか。これは出さないほうがいいと思

うんですよね。 

 

○西村体育保健課長 収入未済の解消につき

ましては、先ほど申し上げましたとおり、精

いっぱい頑張ってみたいと思っております。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかにありませんか。 

 

○岩下栄一委員 モンタナの高校生、これは

全額個人負担ですか。 

 

○那須高校教育課長 高校教育課でございま

す。 

 モンタナの派遣制度につきましては、本人

半額、２分の１でございます。 

 

○岩下栄一委員 これは、公立、私立、どう

ですか。 

 

○那須高校教育課長 募集は、公立、私立一

遍にかけまして、その中から選んでいきます



第６回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成30年10月22日) 

 

 - 47 - 

ので、同じでございます。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかにありませんか。 

   (｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 それでは、なければこ

れで教育委員会の審査を終了します。 

 次回の第７回委員会は、10月29日月曜日午

後１時に開会し、警察本部、出納局、各種委

員会等の審査を行うこととしておりますの

で、よろしくお願いいたします。 

 なお、委員会資料は、いつものように足元

の資料袋に入れてありますので、御確認のほ

どよろしくお願いします。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会いたします。 

 本日はお疲れさまでございました。お世話

になりました。 

  午後２時48分閉会 
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